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(57)【要約】
【課題】蓄電装置が満充電状態になった場合においても
、摩擦係合装置を係合させて内燃機関を回転させること
なしに、車両の制動を精度良く行うことができる制御装
置の実現。
【解決手段】摩擦係合装置を介して内燃機関に連結され
る入力部材と、車輪に連結される出力部材と、変速機構
と、回転電機と、を備えた車両用駆動装置の制御装置で
あって、内燃機関の回転が停止し、摩擦係合装置の解放
状態で、車両の制動要求があった場合に、制動トルク制
御の実行を判定する制動トルク制御実行判定部と、要求
制動トルクを設定する制動トルク設定部と、蓄電装置の
充電量が充電制限判定値以上であるかを判定する充電状
態判定部と、制動トルク制御を実行し、充電量が充電制
限判定値以上であると判定された場合に、伝達トルクが
要求制動トルクとなるように、内燃機関を回転させない
範囲内で伝達トルク容量及び変速比を制御するトルク制
御部と、を備える制御装置。
【選択図】図３
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　摩擦係合装置を介して内燃機関に駆動連結される入力部材と、車輪に駆動連結される出
力部材と、前記入力部材の回転を変速して前記出力部材に伝達すると共にその変速比が変
更可能に構成された変速機構と、前記入力部材と前記出力部材とを結ぶ動力伝達経路上に
設けられた回転電機と、を備えた車両用駆動装置を制御するための制御装置であって、
　前記内燃機関の回転が停止し、前記摩擦係合装置が解放された状態で、車両の制動要求
があった場合に、制動トルク制御を実行すると判定する制動トルク制御実行判定部と、
　前記出力部材に伝達すべき制動トルクである要求制動トルクを設定する制動トルク設定
部と、
　前記回転電機が発電した電力により充電される蓄電装置の充電量が所定の充電制限判定
値以上であるか否かを判定する充電状態判定部と、
　前記制動トルク制御を実行すると判定されていると共に前記充電量が前記充電制限判定
値以上であると判定された場合に、前記入力部材側から前記出力部材に伝達されるトルク
が前記要求制動トルクとなるように、前記内燃機関を回転させない範囲内で前記摩擦係合
装置の伝達トルク容量を制御すると共に前記変速機構の変速比を制御するトルク制御部と
、
を備える制御装置。
【請求項２】
　前記変速機構の変速比は、前記入力部材の回転速度を前記出力部材の回転速度で除算し
た値であり、
　前記トルク制御部は、前記摩擦係合装置の伝達トルク容量に前記変速機構の変速比を乗
算して得られるトルクが前記要求制動トルクとなると共に、前記摩擦係合装置の伝達トル
ク容量が前記内燃機関を回転させない範囲内に設定された上限トルク容量以下となる範囲
内になるように、前記摩擦係合装置の伝達トルク容量及び前記変速機構の変速比を制御す
る請求項１に記載の制御装置。
【請求項３】
　前記トルク制御部は、前記制動トルク制御を実行すると判定されていると共に前記充電
量が前記充電制限判定値未満であると判定された場合に、前記回転電機から前記出力部材
に伝達されるトルクが前記要求制動トルク以下となる範囲内で、前記回転電機に発電を行
わせる請求項１又は２に記載の制御装置。
【請求項４】
　前記充電状態判定部は、前記充電量が前記充電制限判定値未満であると判定した場合に
、更に、前記充電量が前記充電制限判定値より小さい値に設定された第二充電制限判定値
以上であるか否かを判定し、
　前記トルク制御部は、前記充電量が前記第二充電制限判定値以上であると判定した場合
に、前記充電量に応じて定まる充電許容電力に応じたトルクを前記回転電機に出力させて
発電を行わせ、前記回転電機から前記出力部材に伝達されるトルクと前記摩擦係合装置を
介して前記出力部材に伝達されるトルクとの合計が前記要求制動トルクとなるように、前
記摩擦係合装置の伝達トルク容量及び前記変速機構の変速比を制御する請求項３に記載の
制御装置。
【請求項５】
　前記制動トルク制御実行判定部は、前記車両のアクセルペダルの操作量を表すアクセル
開度が所定の制動判定値未満である場合に、車両の制動要求があると判定する請求項１か
ら４のいずれか一項に記載の制御装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、摩擦係合装置を介して内燃機関に駆動連結される入力部材と、車輪に駆動連
結される出力部材と、前記入力部材の回転を変速して前記出力部材に伝達すると共にその
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変速比が変更可能に構成された変速機構と、前記入力部材と前記出力部材とを結ぶ動力伝
達経路上に設けられた回転電機と、を備えた車両用駆動装置を制御するための制御装置に
関する。
【背景技術】
【０００２】
　内燃機関及び回転電機を駆動力源として備えるハイブリッド車両用の駆動装置として、
例えば、下記の特許文献１に記載された装置が既に知られている。特許文献１に記載され
たハイブリッド車両の車両用駆動装置には、内燃機関を動力伝達機構に選択的に駆動連結
する摩擦係合装置が備えられている。そして、回転電機のみの駆動力で車両を駆動できる
ように、摩擦係合装置を解放して、内燃機関を動力伝達機構から分離できるように構成さ
れている。摩擦係合装置が解放されている状態で、車両の制動要求があった場合は、回転
電機に負トルクである回生トルクを出力させて、車両を制動すると共に、回生発電を行い
、蓄電装置を充電するように構成されている。
【０００３】
　また、特許文献１の技術では、下り坂が続き、回転電機による回生発電が連続的に行わ
れるなどして、蓄電装置が満充電状態になった場合は、回転電機に回生トルクを出力させ
ることができなくなるため、摩擦係合装置を係合させることより、内燃機関を回転させて
エンジンブレーキの負トルクを発生させ、車両を制動している。
【０００４】
　しかしながら、エンジンブレーキの負トルクの大きさは、内燃機関の回転速度に依存し
て変化する。このため、特許文献１の技術のように、蓄電装置が満充電状態になった際に
、摩擦係合装置を係合させてエンジンブレーキの負トルクにより車両の制動を行う技術で
は、所望の制動トルクに制御することは容易でない。なお、蓄電装置が満充電状態になる
前に、回転電機に回生トルクを出力させる場合は、所望の制動トルクに制御することがで
きる。このため、特許文献１の技術では、蓄電装置が満充電状態になった場合に、車両の
制動トルクの制御性が悪化する恐れがあった。
【０００５】
　また、内燃機関には、特定の回転速度において軸ねじれ振動が大きくなる共振点が存在
する。このため、特許文献１の技術のように、蓄電装置が満充電状態になった際に、摩擦
係合装置を係合させて内燃機関を回転させる技術では、車速に依存して内燃機関の回転速
度が変化するため、共振点を回避するように内燃機関の回転速度を制御することは容易で
ない。なお、蓄電装置が満充電状態になる前に、回転電機に回生トルクを出力させる場合
は、摩擦係合装置は解放され、内燃機関は回転停止されているため、上記の軸ねじれ振動
の問題は生じない。このため、特許文献１の技術では、蓄電装置が満充電状態になった場
合に、軸ねじれ振動が生じ、車両の制動トルクが変動する恐れがあった。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】特開２０００－２１７２０１号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　そこで、蓄電装置が満充電状態になった場合においても、摩擦係合装置を係合させて内
燃機関を回転させることなしに、車両の制動を精度良く行うことができる制御装置が求め
られる。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　本発明に係る、摩擦係合装置を介して内燃機関に駆動連結される入力部材と、車輪に駆
動連結される出力部材と、前記入力部材の回転を変速して前記出力部材に伝達すると共に
その変速比が変更可能に構成された変速機構と、前記入力部材と前記出力部材とを結ぶ動
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力伝達経路上に設けられた回転電機と、を備えた車両用駆動装置を制御するための制御装
置の特徴構成は、前記内燃機関の回転が停止し、前記摩擦係合装置が解放された状態で、
車両の制動要求があった場合に、制動トルク制御を実行すると判定する制動トルク制御実
行判定部と、前記出力部材に伝達すべき制動トルクである要求制動トルクを設定する制動
トルク設定部と、前記回転電機が発電した電力により充電される蓄電装置の充電量が所定
の充電制限判定値以上であるか否かを判定する充電状態判定部と、前記制動トルク制御を
実行すると判定されていると共に前記充電量が前記充電制限判定値以上であると判定され
た場合に、前記入力部材側から前記出力部材に伝達されるトルクが前記要求制動トルクと
なるように、前記内燃機関を回転させない範囲内で前記摩擦係合装置の伝達トルク容量を
制御すると共に前記変速機構の変速比を制御するトルク制御部と、を備える点にある。
【０００９】
　なお、本願において「回転電機」は、モータ（電動機）、ジェネレータ（発電機）、及
び必要に応じてモータ及びジェネレータの双方の機能を果たすモータ・ジェネレータのい
ずれをも含む概念として用いている。
　また、本願において「駆動連結」とは、２つの回転要素が駆動力を伝達可能に連結され
た状態を指し、当該２つの回転要素が一体的に回転するように連結された状態、或いは当
該２つの回転要素が一又は二以上の伝動部材を介して駆動力を伝達可能に連結された状態
を含む概念として用いている。このような伝動部材としては、回転を同速で又は変速して
伝達する各種の部材が含まれ、例えば、軸、歯車機構、ベルト、チェーン等が含まれる。
また、このような伝動部材として、回転及び駆動力を選択的に伝達する係合要素、例えば
摩擦クラッチや噛み合い式クラッチ等が含まれていてもよい。
【００１０】
　上記の特徴構成によれば、制動トルク制御を実行すると判定されていると共に充電量が
充電制限判定値以上であると判定された場合に、内燃機関を回転させない範囲内で摩擦係
合装置の伝達トルク容量が制御されるので、摩擦係合装置は、解放状態から摩擦部材間に
回転速度差がある係合状態である滑り係合状態に制御される。この滑り係合状態では、伝
達トルク容量に等しい大きさの負トルクが、摩擦係合装置から入力部材に伝達され、変速
機構を介して出力部材に伝達される。この反力として、伝達トルク容量の大きさの正トル
クが摩擦係合装置から内燃機関に伝達される。摩擦係合装置から内燃機関に伝達されるト
ルクが、所定の静止限界トルクを上回ると内燃機関は回転し始める。上記の特徴構成によ
れば、摩擦係合装置の伝達トルク容量は、内燃機関を回転させない範囲内、すなわち、静
止限界トルク以下の範囲内に制御される。よって、静止限界トルク以下の範囲内で、摩擦
係合装置の伝達トルク容量を変化させることにより、入力部材側から出力部材に伝達され
るトルクを制御することが可能になる。このため、内燃機関を回転させることなしに、入
力部材側から出力部材に伝達されるトルクが要求制動トルクとなるように制御することが
できる。
【００１１】
　また、上記の特徴構成によれば、入力部材側から出力部材に伝達されるトルクが要求制
動トルクとなるように、内燃機関を回転させない範囲内で変速機構の変速比も制御される
。よって、変速機構の変速比を変更することにより、入力部材に伝達された伝達トルク容
量の大きさの負トルクを、増減して出力部材に伝達することができる。このため、要求制
動トルクの大きさが大きい場合であっても、摩擦係合装置の伝達トルク容量を静止限界ト
ルク以下の範囲内に制御しつつ、変速機構の変速比を変更して、入力部材側から出力部材
に伝達されるトルクが要求制動トルクとなるようにすることができる。
　従って、上記の特徴構成によれば、蓄電装置が満充電状態になった場合においても、内
燃機関を回転させない範囲内で摩擦係合装置を係合させて、車両の制動を精度良く行うこ
とができる。
【００１２】
　ここで、前記変速機構の変速比は、前記入力部材の回転速度を前記出力部材の回転速度
で除算した値であり、前記トルク制御部は、前記摩擦係合装置の伝達トルク容量に前記変
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速機構の変速比を乗算して得られるトルクが前記要求制動トルクとなると共に、前記摩擦
係合装置の伝達トルク容量が前記内燃機関を回転させない範囲内に設定された上限トルク
容量以下となる範囲内になるように、前記摩擦係合装置の伝達トルク容量及び前記変速機
構の変速比を制御すると好適である。
【００１３】
　この構成によれば、摩擦係合装置の伝達トルク容量及び変速機構の変速比と、入力部材
側から出力部材に伝達されるトルクとの関係式に基づいて、伝達トルク容量が上限トルク
容量以下となる範囲内になるように、伝達トルク容量及び変速比が制御されるので、内燃
機関の回転を防止しつつ、入力部材側から出力部材に伝達されるトルクを要求制動トルク
に精度良く一致させることができる。ここで、上限トルク容量は、摩擦係合装置の伝達ト
ルク容量が内燃機関を回転させない範囲内に設定されているので、内燃機関の回転防止の
確実性を高めることができる。
【００１４】
　ここで、前記トルク制御部は、前記制動トルク制御を実行すると判定されていると共に
前記充電量が前記充電制限判定値未満であると判定された場合に、前記回転電機から前記
出力部材に伝達されるトルクが前記要求制動トルク以下となる範囲内で、前記回転電機に
発電を行わせると好適である。
【００１５】
　この構成によれば、蓄電装置の充電量が充電制限判定値未満であると判定された場合は
、回転電機に発電を行わせ、所望の負トルクを出力させることにより、入力部材側から出
力部材に伝達されるトルクを要求制動トルクに精度良く一致させることができるとともに
、車両の運動エネルギーを回収してエネルギー効率を高めることができる。
【００１６】
　また、前記充電状態判定部は、前記充電量が前記充電制限判定値未満であると判定した
場合に、更に、前記充電量が前記充電制限判定値より小さい値に設定された第二充電制限
判定値以上であるか否かを判定し、前記トルク制御部は、前記充電量が前記第二充電制限
判定値以上であると判定した場合に、前記充電量に応じて定まる充電許容電力に応じたト
ルクを前記回転電機に出力させて発電を行わせ、前記回転電機から前記出力部材に伝達さ
れるトルクと前記摩擦係合装置を介して前記出力部材に伝達されるトルクとの合計が前記
要求制動トルクとなるように、前記摩擦係合装置の伝達トルク容量及び前記変速機構の変
速比を制御する構成とすると好適である。
【００１７】
　この構成によれば、蓄電装置の蓄電量が満充電状態に近い場合など、蓄電装置への充電
電力が制限されるものの制限範囲内で回転電機に発電を行わせることが可能な場合に、そ
の充電許容電力に応じたトルクを回転電機に出力させることができる。このため、蓄電装
置への充電電力が制限される場合でも、満充電状態ぎりぎりになるまで蓄電装置に充電を
行うことができる。これによって、運動エネルギーの回生効率を限界近くまで高めること
ができ、燃費向上を図ることができる。
【００１８】
　また、蓄電装置への充電電力が制限される場合でも、回転電機にトルクを出力させるこ
とにより、入力部材側から出力部材に伝達されるトルクを要求制動トルクに精度良く一致
させることができる。また、回転電機にトルクを出力させることにより、摩擦係合装置の
摩擦熱を低減することができ、摩擦係合装置への熱負荷を軽減することができる。
【００１９】
　また前記制動トルク制御実行判定部は、前記車両のアクセルペダルの操作量を表すアク
セル開度が所定の制動判定値未満である場合に、車両の制動要求があると判定すると好適
である。
【００２０】
　この構成によれば、アクセル開度に応じた運転者の制動要求を精度良く検出して、制動
トルク制御を実行することができる。従って、例えば、通常のエンジン車両におけるエン
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ジンブレーキに相当する制動トルクを出力部材に伝達する制動トルク制御を実行する場合
にも、適切な制御が可能となる。
【図面の簡単な説明】
【００２１】
【図１】本発明の実施形態に係る車両用駆動装置及び制御装置の概略構成を示す模式図で
ある。
【図２】本発明の実施形態に係る制御装置の構成を示すブロック図である。
【図３】本発明の第一の実施形態に係る制御装置の処理を示すフローチャートである。
【図４】本発明の第一の実施形態に係る制御装置の処理を示すタイミングチャートである
。
【図５】本発明の第二の実施形態に係る制御装置の処理を示すフローチャートである。
【図６】本発明の第二の実施形態に係る制御装置の処理を示すタイミングチャートである
。
【図７】本発明のその他の実施形態に係る車両用駆動装置及び制御装置の概略構成を示す
模式図である。
【図８】本発明のその他の実施形態に係る車両用駆動装置及び制御装置の概略構成を示す
模式図である。
【図９】本発明のその他の実施形態に係る車両用駆動装置及び制御装置の概略構成を示す
模式図である。
【発明を実施するための形態】
【００２２】
〔第一の実施形態〕
　本発明に係る制御装置３０の実施形態について、図面を参照して説明する。図１は、本
実施形態に係る車両用駆動装置１（以下、駆動装置１と称す）及び制御装置３０の概略構
成を示す模式図である。この図に示すように、本実施形態に係る駆動装置１は、概略的に
は、エンジンＥ及び回転電機ＭＧを駆動力源として備え、これらの駆動力源の駆動力を、
動力伝達機構を介して車輪Ｗへ伝達する構成となっている。この図において、実線は駆動
力の伝達経路を示し、破線は作動油の供給経路を示し、一点鎖線は信号の伝達経路を示し
ている。駆動装置１は、エンジン分離クラッチＣＬ１を介してエンジンＥに駆動連結され
る入力軸Ｉと、車輪Ｗに駆動連結される出力軸Ｏと、入力軸Ｉの回転を変速して出力軸Ｏ
に伝達すると共にその変速比が変更可能に構成された変速機構ＴＭと、入力軸Ｉと出力軸
Ｏとを結ぶ動力伝達経路上に設けられた回転電機ＭＧと、を備えている。また、ハイブリ
ッド車両は、車両用駆動装置１を制御するための制御装置３０を備えている。
【００２３】
　本実施形態では、回転電機ＭＧは、入力軸Ｉに駆動連結されている。また、制御装置３
０は、図１及び図２に示すように、回転電機ＭＧの制御を行う回転電機制御ユニット３２
と、変速機構ＴＭ及びエンジン分離クラッチＣＬ１の制御を行う動力伝達制御ユニット３
３と、これらの制御装置を統合して車両用駆動装置１の制御を行う車両制御ユニット３４
と、を有している。また、ハイブリッド車両には、エンジンＥの制御を行うエンジン制御
ユニット３１も備えられている。駆動装置１は、回転電機ＭＧを駆動するためのインバー
タＩＮ及びバッテリＢＴが備えている。また、駆動装置１は、変速機構ＴＭ、及びエンジ
ン分離クラッチＣＬ１等の各部に所定油圧の作動油を供給するための油圧制御装置ＰＣを
備えている。なお、エンジンＥが、本願における「内燃機関」であり、エンジン分離クラ
ッチＣＬ１が、本願における「摩擦係合装置」であり、入力軸Ｉが、本願における「入力
部材」であり、出力軸Ｏが、本願における「出力部材」であり、バッテリＢＴが、本願に
おける「蓄電装置」である。
【００２４】
　このような構成において、本実施形態に係る制御装置３０は、図２に示すように、エン
ジンＥの回転が停止し、エンジン分離クラッチＣＬ１が解放された状態で、車両の制動要
求があった場合に、制動トルク制御を実行すると判定する制動トルク制御実行判定部４６
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と、出力軸Ｏに伝達すべき制動トルクである要求制動トルクＴｒｑｂｋを設定する制動ト
ルク設定部４７と、回転電機ＭＧが発電した電力により充電されるバッテリＢＴの充電量
ＳＯＣが所定の充電制限判定値Ｘｓｏｃ１以上であるか否かを判定する充電状態判定部４
８と、を備えている。そして、制御装置３０は、制動トルク制御を実行すると判定されて
いると共に充電量ＳＯＣが充電制限判定値Ｘｓｏｃ１以上であると判定された場合に、入
力軸Ｉ側から出力軸Ｏに伝達されるトルクが要求制動トルクＴｒｑｂｋとなるように、エ
ンジンＥを回転させない範囲内でエンジン分離クラッチＣＬ１の伝達トルク容量を制御す
ると共に変速機構ＴＭの変速比を制御する制動トルク制御部４９を備えている点に特徴を
有している。以下、本実施形態に係る制御装置３０について、詳細に説明する。
【００２５】
１．駆動装置の構成
　まず、本実施形態に係るハイブリッド車両の駆動伝達系の構成について説明する。図１
に示すように、ハイブリッド車両は、車両の駆動力源としてエンジンＥ及び回転電機ＭＧ
を備え、これらのエンジンＥと回転電機ＭＧとが直列に駆動連結されるパラレル方式のハ
イブリッド車両となっている。ハイブリッド車両は、変速機構ＴＭを備えており、当該変
速機構ＴＭにより、入力軸Ｉに伝達されたエンジンＥ及び回転電機ＭＧの回転速度を変速
すると共にトルクを変換して出力軸Ｏに伝達する。
【００２６】
　エンジンＥは、燃料の燃焼により駆動される内燃機関であり、例えば、ガソリンエンジ
ンやディーゼルエンジンなどの公知の各種エンジンを用いることができる。本例では、エ
ンジンＥのクランクシャフト等のエンジン出力軸Ｅｏが、エンジン分離クラッチＣＬ１を
介して入力軸Ｉと選択的に駆動連結される。すなわち、入力軸Ｉは、摩擦係合要素である
エンジン分離クラッチＣＬ１を介してエンジンＥと選択的に駆動連結される。なお、エン
ジン出力軸Ｅｏが、ダンパ等の他の部材を介してエンジン分離クラッチＣＬ１の入力部材
に駆動連結された構成としても好適である。
【００２７】
　エンジン分離クラッチＣＬ１は、摩擦材を有して構成されるクラッチやブレーキ等の係
合要素である。エンジン分離クラッチＣＬ１は、供給される油圧を制御することによりそ
の係合圧を制御して伝達トルク容量の増減を連続的に制御することが可能とされている。
このような摩擦係合要素としては、例えば湿式多板クラッチや湿式多板ブレーキ等が好適
に用いられる。
【００２８】
　摩擦係合要素は、その入出力部材間の摩擦により、入出力部材間でトルクを伝達する。
摩擦係合要素の摩擦部材間に回転速度差（滑り）がある場合は、回転速度の大きい方の摩
擦部材から小さい方の摩擦部材に伝達トルク容量の大きさのトルク（滑り摩擦トルク）が
伝達される。摩擦係合要素の摩擦部材間に回転速度差（滑り）がない場合は、摩擦係合要
素は、伝達トルク容量の大きさを上限として、摩擦係合要素の摩擦部材に作用するトルク
を伝達する。ここで、伝達トルク容量とは、摩擦係合要素が摩擦により伝達することがで
きる最大のトルクの大きさである。伝達トルク容量の大きさは、摩擦係合要素の係合圧に
比例して変化する。係合圧とは、入力側摩擦板と出力側摩擦板とを相互に押し付け合う圧
力である。本実施形態では、係合圧は、供給されている油圧の大きさに比例して変化する
。すなわち、本実施形態では、伝達トルク容量の大きさは、摩擦係合要素に供給されてい
る油圧の大きさに比例して変化する。
【００２９】
　摩擦係合要素は、リターンばねを備えており、ばねの反力により解放側に付勢されてい
る。そして、摩擦係合要素に供給される油圧により生じる力がばねの反力を上回ると、摩
擦係合要素に伝達トルク容量が生じ始め、摩擦係合要素は、解放状態から係合状態に変化
する。この伝達トルク容量が生じ始めるときの油圧を、ストロークエンド圧と称す。摩擦
係合要素は、供給される油圧がストロークエンド圧を上回った後、油圧の増加に比例して
、その伝達トルク容量が増加するように構成されている。
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【００３０】
　本実施形態において、係合状態とは、摩擦係合要素に伝達トルク容量が生じている状態
であり、解放状態とは、摩擦係合要素に伝達トルク容量が生じていない状態である。また
、滑り係合状態とは、摩擦係合要素の摩擦部材間に滑りがある係合状態であり、直結係合
状態とは、摩擦係合要素の摩擦部材間に滑りがない係合状態である。
【００３１】
　回転電機ＭＧは、非回転部材に固定されたステータと、このステータの径方向内側に回
転自在に支持されたロータと、を有している。この回転電機ＭＧのロータは、入力軸Ｉと
一体回転するように駆動連結されている。すなわち、本実施形態においては、入力軸Ｉに
エンジンＥ及び回転電機ＭＧの双方が駆動連結される構成となっている。回転電機ＭＧは
、直流交流変換を行うインバータＩＮを介して蓄電装置としてのバッテリＢＴに電気的に
接続されている。そして、回転電機ＭＧは、電力の供給を受けて動力を発生するモータ（
電動機）としての機能と、動力の供給を受けて電力を発生するジェネレータ（発電機）と
しての機能と、を果たすことが可能とされている。すなわち、回転電機ＭＧは、インバー
タＩＮを介してバッテリＢＴからの電力供給を受けて力行し、或いはエンジンＥや車輪Ｗ
から伝達される回転駆動力により発電した電力を、インバータＩＮを介してバッテリＢＴ
に蓄電（充電）する。なお、バッテリＢＴの充電量ＳＯＣがゼロに近づくと、回転電機Ｍ
Ｇが力行するように制御されても、回転電機ＭＧは所望の正トルクを出力することができ
なくなる。一方、バッテリＢＴの充電量ＳＯＣが満充電状態に近づくと、回転電機ＭＧが
発電するように制御されても、回転電機ＭＧは所望の負トルクを出力することができなく
なる。なお、バッテリＢＴは蓄電装置の一例であり、キャパシタなどの他の蓄電装置を用
い、或いは複数種類の蓄電装置を併用することも可能である。なお、以下では回転電機Ｍ
Ｇによる発電を回生又は回生発電と称し、発電中に回転電機ＭＧが出力する負トルクを回
生トルクと称する。回転電機ＭＧの目標出力トルクが負トルクの場合には、回転電機ＭＧ
は、エンジンＥや車輪Ｗから伝達される回転駆動力により発電しつつ回生トルクを出力す
る状態となる。
【００３２】
　駆動力源が駆動連結される入力軸Ｉには、変速機構ＴＭが駆動連結されている。本実施
形態では、変速機構ＴＭは、連続的に変速比を変更可能な無段の自動変速機構である。変
速機構ＴＭは、形成された変速比で、入力軸Ｉの回転速度を変速するとともにトルクを変
換して、出力軸Ｏへ伝達する。変速機構ＴＭの変速比には、上限（最大）値及び下限（最
小）値があり、変速比は、最大値と最小値の間で、連続的に変更可能とされている。ここ
で、変速比は、変速機構ＴＭにおいて出力軸Ｏの回転速度に対する入力軸Ｉの回転速度の
比であり、本願では入力軸Ｉの回転速度を出力軸Ｏの回転速度で除算した値である。すな
わち、入力軸Ｉの回転速度を変速比で除算した回転速度が、出力軸Ｏの回転速度になる。
また、入力軸Ｉから変速機構ＴＭに伝達されるトルクに、変速比を乗算したトルクが、変
速機構ＴＭから出力軸Ｏに伝達されるトルクになる。
【００３３】
　本実施形態では、変速機構ＴＭには、ベルト及びプーリが備えられており、入力軸Ｉに
連結される入力側プーリと、出力軸Ｏ側に連結される出力側プーリとの間が、ベルトによ
り駆動連結されることにより、入力軸Ｉと出力軸Ｏとの間が所定の変速比で駆動連結され
る。入力側プーリの直径と出力側プーリの直径との比が変更されることにより、変速比が
変更可能に構成されている。本実施形態では、油圧制御装置ＰＣから各プーリの油圧サー
ボ機構に供給される油圧を制御することにより、入力側プーリの直径、及び出力側プーリ
の直径が変更可能に構成されている。入力側プーリの直径及び出力側プーリの直径の変更
可能幅には上下限があり、これに対応して変速比の変更可能幅にも上下限がある。
　変速機構ＴＭから出力軸Ｏへ伝達されたトルクは、出力用差動歯車装置ＤＦを介して左
右二つの車輪Ｗに分配されて伝達される。
【００３４】
２．油圧制御系の構成
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　車両用駆動装置１の油圧制御系は、機械式や電動式の油圧ポンプから供給される作動油
の油圧を所定圧に調整するための油圧制御装置ＰＣを備えている。ここでは詳しい説明を
省略するが、油圧制御装置ＰＣは、油圧調整用のリニアソレノイド弁からの信号圧に基づ
き一又は二以上の調整弁の開度を調整することにより、当該調整弁からドレインする作動
油の量を調整して作動油の油圧を一又は二以上の所定圧に調整する。所定圧に調整された
作動油は、それぞれ必要とされるレベルの油圧で、エンジン分離クラッチＣＬ１や変速機
構ＴＭ等に供給される。
【００３５】
３．制御装置の構成
　次に、車両用駆動装置１の制御を行う制御装置３０の構成について説明する。本実施形
態では、図１及び図２に示すように、制御装置３０は、回転電機ＭＧの制御を行う回転電
機制御ユニット３２と、変速機構ＴＭ及びエンジン分離クラッチＣＬ１の制御を行う動力
伝達制御ユニット３３と、これらの制御装置を統合して駆動装置１の制御を行う車両制御
ユニット３４と、を有している。また、制御装置３０は、エンジンＥの制御を行うエンジ
ン制御ユニット３１と、通信可能に接続されている。
【００３６】
　制御装置３０は、ＣＰＵ等の演算処理装置を中核部材として備えるとともに、当該演算
処理装置からデータを読み出し及び書き込みが可能に構成されたＲＡＭ（ランダム・アク
セス・メモリ）や、演算処理装置からデータを読み出し可能に構成されたＲＯＭ（リード
・オンリ・メモリ）等の記憶装置等を有して構成されている。そして、各制御装置のＲＯ
Ｍ等に記憶されたソフトウェア（プログラム）又は別途設けられた演算回路等のハードウ
ェア、或いはそれらの両方により、図２に示すような制御装置３０の各機能部４２～５０
が構成されている。また、各制御ユニット３１～３４は、互いに通信を行うように構成さ
れており、センサの検出情報及び制御パラメータ等の各種情報を共有するとともに協調制
御を行い、各機能部４１～５０の機能が実現される。
【００３７】
　また、車両用駆動装置１は、センサＳｅ１～Ｓｅ６を備えており、各センサから出力さ
れる電気信号は制御装置３０に入力される。制御装置３０は、入力された電気信号に基づ
き各センサの検出情報を算出する。エンジン回転速度センサＳｅ１は、エンジン出力軸Ｅ
ｏ（エンジンＥ）の回転速度を検出するためのセンサである。制御装置３０は、エンジン
回転速度センサＳｅ１の入力信号に基づいてエンジンＥの回転速度を検出する。入力軸回
転速度センサＳｅ２は、入力軸Ｉの回転速度を検出するためのセンサである。入力軸Ｉに
は回転電機ＭＧのロータが一体的に駆動連結されているので、制御装置３０は、入力軸回
転速度センサＳｅ２の入力信号に基づいて入力軸Ｉ及び回転電機ＭＧの回転速度を検出す
る。出力軸回転速度センサＳｅ３は、出力軸Ｏの回転速度を検出するためのセンサである
。制御装置３０は、出力軸回転速度センサＳｅ３の入力信号に基づいて出力軸Ｏの回転速
度を検出する。また、出力軸Ｏの回転速度は車速に比例するため、制御装置３０は、出力
軸回転速度センサＳｅ３の入力信号に基づいて車速を算出する。また、アクセル開度検出
センサＳｅ４は、運転者により操作されるアクセルペダルＡＰの操作量を検出することに
よりアクセル開度を検出するためのセンサである。制御装置３０は、アクセル開度検出セ
ンサＳｅ４の入力信号に基づいてアクセル開度を検出する。
【００３８】
　バッテリ充電状態検出センサＳｅ５は、バッテリＢＴの充電状態を検出するためのセン
サである。本実施形態では、バッテリ充電状態検出センサＳｅ５は、バッテリ電圧を検出
するための電圧センサ、バッテリ電流を検出するための電流センサ、及びバッテリ温度を
検出するための温度センサなどから構成されたセンサである。
【００３９】
　シフト位置センサＳｅ６は、シフトレバーの選択位置（シフト位置）を検出するための
センサである。制御装置３０は、シフト位置センサＳｅ６からの入力情報に基づいて、「
ドライブレンジ」、「ニュートラルレンジ」、「後進ドライブレンジ」、「パーキングレ
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ンジ」等のいずれのレンジが運転者により指定されたかを検出する。また、本実施形態で
は、「ドライブレンジ」の中でも、「ダウンシフト」及び「アップシフト」等の運転者の
変速比変更要求、又は車両の制動力の増加要求又は減少要求を受け付けるシフト位置を変
更可能な構成となっている。
【００４０】
３－１．エンジン制御ユニット
　エンジン制御ユニット３１は、エンジン制御部４１を備えている。エンジン制御部４１
は、エンジンＥの動作制御を行う機能部である。本実施形態では、エンジン制御部４１は
、車両制御ユニット３４からエンジン要求トルクが指令されている場合は、車両制御ユニ
ット３４から指令されたエンジン要求トルクを出力トルク指令値に設定し、エンジンＥが
出力トルク指令値のトルクを出力するように制御するトルク制御を行う。また、エンジン
制御部４１は、車両制御ユニット３４からエンジンＥへの燃料供給停止が指令されている
場合は、エンジンＥへの燃料供給を停止して、エンジンＥを燃料供給停止状態に制御する
。
【００４１】
３－２．回転電機制御ユニット
　回転電機制御ユニット３２は、回転電機制御部４２を備えている。回転電機制御部４２
は、回転電機ＭＧの動作制御を行う機能部である。本実施形態では、回転電機制御部４２
は、車両制御ユニット３４から指令された回転電機要求トルクＴｒｑｍが指令されている
場合は、回転電機要求トルクＴｒｑｍをトルク指令値に設定し、回転電機ＭＧがトルク指
令値のトルクを出力するようにトルク制御を行う。具体的には、回転電機制御部４２は、
インバータＩＮが備える複数のスイッチング素子をオンオフ制御することにより、回転電
機ＭＧの出力トルクを制御する。
【００４２】
　回転電機ＭＧは、基本的に正方向に回転するため、トルク指令値が負に設定されている
場合は、回転電機ＭＧは発電を行い、発電した電力はバッテリＢＴに充電される。すなわ
ち、回転電機ＭＧは正方向に回転しつつ負方向の回生トルクを出力して発電し、バッテリ
ＢＴを充電する。よって、エンジンＥ又は車輪Ｗから伝達される回転駆動力により回生発
電を行う場合には、トルク指令値は負に設定される。また、回転電機制御部４２は、回転
電機ＭＧに流れる電流等から、回転電機ＭＧが実際に出力している実出力トルクなどの回
転電機ＭＧの出力トルクの情報を推定して、他の機能部に伝達するように構成されている
。
【００４３】
　回転電機制御ユニット３２は、バッテリ充電状態推定部５０を備えている。バッテリ充
電状態推定部５０は、バッテリ充電状態検出センサＳｅ５の入力信号に基づいて、バッテ
リＢＴの充電量ＳＯＣ、劣化状態、及び満充電量を推定する。そして、バッテリ充電状態
推定部５０は、推定したバッテリＢＴの充電量ＳＯＣ、劣化状態、及び満充電量を、他の
機能部に伝達するように構成されている。
【００４４】
３－３．動力伝達制御ユニット
　動力伝達制御ユニット３３は、変速機構ＴＭ及びエンジン分離クラッチＣＬ１の制御を
行う制御装置である。動力伝達制御ユニット３３には、入力軸回転速度センサＳｅ２、出
力軸回転速度センサＳｅ３等のセンサの検出情報が入力されている。動力伝達制御ユニッ
ト３３は、変速機構制御部４３、及びエンジン分離クラッチ制御部４４を備えている。
【００４５】
３－３－１．変速機構制御部
　変速機構制御部４３は、変速機構ＴＭを制御する機能部である。車両制御ユニット３４
から要求変速比Ｒｒｑが指令されている場合は、車両制御ユニット３４から指令された要
求変速比Ｒｒｑを目標変速比に設定し、変速機構ＴＭに目標とされた変速比が形成される
ように制御する。本実施形態では、変速機構制御部４３は、油圧制御装置ＰＣを介して変
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速機構ＴＭに備えられた各油圧サーボ機構に供給される油圧を制御することにより、入力
側プーリの直径及び出力側プーリの直径を変更して、目標とされた変速比を変速機構ＴＭ
に形成させる。具体的には、変速機構制御部４３は、油圧制御装置ＰＣに各油圧サーボ機
構の目標油圧（指令圧）を指令し、油圧制御装置ＰＣは、指令された目標油圧（指令圧）
の油圧を各油圧サーボ機構に供給する。
【００４６】
３－３－２．エンジン分離クラッチ制御部
　エンジン分離クラッチ制御部４４は、エンジン分離クラッチＣＬ１を制御する機能部で
ある。ここで、エンジン分離クラッチ制御部４４は、車両制御ユニット３４から指令され
た要求伝達トルク容量Ｔｒｑｃに基づき、油圧制御装置ＰＣを介してエンジン分離クラッ
チＣＬ１に供給される油圧を制御することにより、エンジン分離クラッチＣＬ１の伝達ト
ルク容量を制御する。具体的には、エンジン分離クラッチ制御部４４は、要求伝達トルク
容量Ｔｒｑｃに基づき設定した目標油圧（指令圧）を油圧制御装置ＰＣに指令し、油圧制
御装置ＰＣは、指令された目標油圧（指令圧）の油圧をエンジン分離クラッチＣＬ１に供
給する。
【００４７】
３－４．車両制御ユニット
　車両制御ユニット３４は、エンジンＥ、回転電機ＭＧ、変速機構ＴＭ、及びエンジン分
離クラッチＣＬ１等に対して行われる各種トルク制御、係合制御、及び変速制御等を車両
全体として統合する制御を行う制御装置である。
【００４８】
　車両制御ユニット３４は、入力軸Ｉ側から出力軸Ｏに伝達される目標駆動力である車両
要求トルク、変速機構ＴＭに対して要求する変速比である要求変速比Ｒｒｑ、及びエンジ
ンＥ及び回転電機ＭＧの運転モードを決定する。ここで、車両要求トルク、要求変速比Ｒ
ｒｑ、及び運転モードは、アクセル開度、車速、シフト位置及びバッテリＢＴの充電量Ｓ
ＯＣ等に応じて決定される。なお、本実施形態では、後述するように、制動トルク制御の
開始時の要求変速比Ｒｒｑが、基本要求変速比Ｒｒｑ＿ｂｓに設定される。
【００４９】
　そして、車両制御ユニット３４は、エンジンＥに対して要求する出力トルクであるエン
ジン要求トルク、回転電機ＭＧに対して要求する出力トルクである回転電機要求トルクＴ
ｒｑｍ、エンジン分離クラッチＣＬ１に対して要求する伝達トルク容量である要求伝達ト
ルク容量Ｔｒｑｃを算出し、それらを他の制御ユニット３２、３３及びエンジン制御ユニ
ット３１に指令して統合制御を行う機能部である。なお、本実施形態では、後述するよう
に、負トルク側の車両要求トルクが、要求制動トルクＴｒｑｂｋとして設定される。
【００５０】
　車両制御ユニット３４は、アクセル開度、車速、シフト位置及びバッテリＢＴの充電量
ＳＯＣ等に基づいて、駆動力源の運転モードを決定する。本実施形態では、運転モードと
して、回転電機ＭＧのみを駆動力源とする電動モード、及び少なくともエンジンＥを駆動
力源とするパラレルモード等を有する。車両制御ユニット３４は、バッテリＢＴの充電量
ＳＯＣが電動モード禁止判定値を下回った場合には、電動モードを禁止して、パラレルモ
ードに決定する。
【００５１】
　本実施形態では、車両制御ユニット３４は、運転モードを電動モードに決定している場
合は、基本的には、エンジン分離クラッチＣＬ１の要求伝達トルク容量Ｔｒｑｃをゼロに
設定し、エンジン分離クラッチＣＬ１を解放状態に制御させる。これにより、駆動装置１
の動力伝達機構からエンジンＥが切り離され、回転電機ＭＧの駆動力のみで車両を駆動す
る。このとき、車両制御ユニット３４は、エンジンＥへの燃料供給停止を指令する。この
ため、エンジンＥは、回転停止状態になる。
【００５２】
　また、車両制御ユニット３４は、電動モードにおいて車両の制動が要求されている場合
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であって、運転者によるシフト位置の変更を検出して、車両の制動力を増減させる指示が
あったと判定した場合は、負トルク側の車両要求トルク（要求制動トルクＴｒｑｂｋ）の
大きさを増減させるように構成されている。
【００５３】
　本実施形態では、車両制御ユニット３４は、シフト位置が「ダウンシフト」に変更され
たと検出した場合に、車両の制動力を増加させる要求があったと判定して、負トルク側の
車両要求トルクの大きさを増加させるように構成されている。また、車両制御ユニット３
４は、シフト位置が「アップシフト」に変更されたと検出した場合に、車両の制動力を減
少させる要求があったと判定して、負トルク側の車両要求トルクの大きさを減少させるよ
うに構成されている。
【００５４】
　車両制御ユニット３４は、電動モードにおいて車両の制動が要求された場合に、通常は
、回転電機ＭＧに負トルクである回生トルクを出力させる。しかし、バッテリＢＴの充電
状態が満充電状態に近い場合は充電電流が制限されるため、回転電機ＭＧに十分な大きさ
の回生トルクを出力させることができない場合がある。例えば、バッテリＢＴの充電状態
が満充電状態に近い場合は、バッテリＢＴ及び周辺回路を保護するために、バッテリＢＴ
に流れる充電電流を制限する必要があり、回転電機制御部４２が回転電機ＭＧの回生（発
電）を制限する場合がある。
【００５５】
３－４－１．制動制御部
　本実施形態では、この回生トルクにより車両を十分制動できない場合にも対応できるよ
うに、車両制御ユニット３４に制動制御部４５が備えられている。制動制御部４５は、バ
ッテリＢＴの充電量ＳＯＣが充電制限判定値Ｘｓｏｃ１以上であると判定した場合には、
エンジン分離クラッチＣＬ１の要求伝達トルク容量Ｔｒｑｃを制御して、エンジン分離ク
ラッチＣＬ１の係合摩擦力（滑り摩擦トルク）を利用して、車両を制動するように構成さ
れている。
【００５６】
　制動制御部４５は、制動トルク制御実行判定部４６、制動トルク設定部４７、充電状態
判定部４８、及び制動トルク制御部４９を備えている。
　制動トルク制御実行判定部４６は、上記したように、エンジンＥの回転が停止し、エン
ジン分離クラッチＣＬ１が解放された状態で、車両の制動要求があった場合に、制動トル
ク制御を実行すると判定する。制動トルク設定部４７は、出力軸Ｏに伝達すべき制動トル
クである要求制動トルクＴｒｑｂｋを設定する。充電状態判定部４８は、回転電機ＭＧが
発電した電力により充電されるバッテリＢＴの充電量ＳＯＣが所定の充電制限判定値Ｘｓ
ｏｃ１以上であるか否かを判定する。そして、制動トルク制御部４９は、制動トルク制御
を実行すると判定されていると共に充電量ＳＯＣが充電制限判定値Ｘｓｏｃ１以上である
と判定された場合に、入力軸Ｉ側から出力軸Ｏに伝達されるトルクが要求制動トルクＴｒ
ｑｂｋとなるように、エンジンＥを回転させない範囲内でエンジン分離クラッチＣＬ１の
伝達トルク容量を制御すると共に変速機構ＴＭの変速比を制御する摩擦制動制御を実行す
る。
【００５７】
　上記の構成のように制動トルク制御を実行すると判定されていると共にバッテリＢＴの
充電量ＳＯＣが充電制限判定値Ｘｓｏｃ１以上であると判定された場合に、エンジンＥを
回転させない範囲内でエンジン分離クラッチＣＬ１の伝達トルク容量が制御されるので、
エンジン分離クラッチＣＬ１は、解放状態から摩擦部材間に回転速度差がある係合状態で
ある滑り係合状態に制御される。この滑り係合状態では、エンジンＥ側の摩擦部材が回転
停止しており、入力軸Ｉ側の摩擦部材が車速に応じて回転しているため、伝達トルク容量
に等しい大きさの負トルクが、エンジン分離クラッチＣＬ１から入力軸Ｉに伝達され、変
速機構ＴＭを介して出力軸Ｏに伝達される。この反力として、伝達トルク容量の大きさの
正トルクがエンジン分離クラッチＣＬ１からエンジンＥに伝達される。エンジン分離クラ
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ッチＣＬ１からエンジンＥに伝達されるトルクが、所定の静止限界トルクを上回るとエン
ジンＥは回転し始める。上記の構成によれば、エンジン分離クラッチＣＬ１の伝達トルク
容量は、エンジンＥを回転させない範囲内、すなわち、静止限界トルク以下の範囲内に制
御される。よって、静止限界トルク以下の範囲内で、エンジン分離クラッチＣＬ１の伝達
トルク容量を変化させることにより、入力軸Ｉ側から出力軸Ｏに伝達されるトルクを制御
することが可能になる。このため、エンジンＥを回転させることなしに、入力軸Ｉ側から
出力軸Ｏに伝達されるトルクが要求制動トルクＴｒｑｂｋとなるように制御することがで
きる。
【００５８】
　また、上記の構成によれば、入力軸Ｉ側から出力軸Ｏに伝達されるトルクが要求制動ト
ルクＴｒｑｂｋとなるように、エンジンＥを回転させない範囲内で変速機構ＴＭの変速比
も制御される。よって、変速機構ＴＭの変速比を変更することにより、入力軸Ｉに伝達さ
れた伝達トルク容量の大きさの負トルクを、増減して出力軸Ｏに伝達することができる。
このため、要求制動トルクＴｒｑｂｋの大きさが大きい場合であっても、エンジン分離ク
ラッチＣＬ１の伝達トルク容量を静止限界トルク以下の範囲内に制御しつつ、変速機構Ｔ
Ｍの変速比を変更して、入力軸Ｉ側から出力軸Ｏに伝達されるトルクが要求制動トルクＴ
ｒｑｂｋとなるようにすることができる。
　従って、上記の構成によれば、バッテリＢＴが満充電状態になった場合においても、エ
ンジンＥを回転させない範囲内でエンジン分離クラッチＣＬ１を係合させて、車両の制動
を精度良く行うことができる。
【００５９】
　本実施形態では、制動トルク制御部４９は、エンジン分離クラッチＣＬ１の伝達トルク
容量に変速機構ＴＭの変速比を乗算して得られるトルクが要求制動トルクＴｒｑｂｋとな
ると共に、エンジン分離クラッチＣＬ１の伝達トルク容量がエンジンＥを回転させない範
囲内に設定された上限トルク容量Ｘｔｃｍａｘ以下となる範囲内になるように、エンジン
分離クラッチＣＬ１の伝達トルク容量及び変速機構ＴＭの変速比を制御する摩擦制動制御
を実行するように構成されている。
【００６０】
　この構成によれば、エンジン分離クラッチＣＬ１の伝達トルク容量及び変速機構ＴＭの
変速比と、入力軸Ｉ側から出力軸Ｏに伝達されるトルクとの関係式に基づいて、伝達トル
ク容量が上限トルク容量Ｘｔｃｍａｘ以下となる範囲内になるように、伝達トルク容量及
び変速比が制御されるので、エンジンＥの回転を防止しつつ、入力軸Ｉ側から出力軸Ｏに
伝達されるトルクを要求制動トルクＴｒｑｂｋに精度良く一致させることができる。ここ
で、上限トルク容量Ｘｔｃｍａｘは、エンジン分離クラッチＣＬ１の伝達トルク容量がエ
ンジンＥを回転させない範囲内に設定されているので、エンジンＥの回転防止の確実性を
高めることができる。
【００６１】
　一方、制動トルク制御部４９は、制動トルク制御を実行すると判定されていると共に充
電量ＳＯＣが充電制限判定値Ｘｓｏｃ１未満であると判定された場合には、回転電機ＭＧ
から出力軸Ｏに伝達されるトルクが要求制動トルクＴｒｑｂｋ以下となる範囲内で、回転
電機ＭＧに発電を行わせる発電制動制御を実行する。
【００６２】
　この構成によれば、バッテリＢＴの充電量ＳＯＣが充電制限判定値Ｘｓｏｃ１未満であ
ると判定された場合は、回転電機ＭＧに発電を行わせ、所望の負トルクを出力させること
により、入力軸Ｉ側から出力軸Ｏに伝達されるトルクを要求制動トルクＴｒｑｂｋに精度
良く一致させることができる。
【００６３】
３－４－１－１．制動トルク制御の実行判定
　以下で、本実施形態に係わる制動制御部４５によって実行される処理について、図３に
示すフローチャートを参照して説明する。
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　制動トルク制御実行判定部４６は、エンジンＥの回転が停止し、エンジン分離クラッチ
ＣＬ１が解放された状態で、車両の制動要求があったか否か判定する（ステップ♯０１）
。制動トルク制御実行判定部４６がこれらの条件を満たすと判定した場合（ステップ♯０
１：Ｙｅｓ）には、制動トルク制御を実行すると判定し、本実施形態に係わる一連の制動
トルク制御を開始する。すなわち、ステップ♯０１の処理は、制動トルク制御の実行開始
判定となっている。本実施形態では、制動トルク制御の開始時の要求変速比Ｒｒｑが、基
本要求変速比Ｒｒｑ＿ｂｓに設定される。
【００６４】
　本実施形態では、制動トルク制御実行判定部４６は、エンジンＥの回転速度がゼロであ
る場合に、エンジンＥの回転が停止していると判定する。また、制動トルク制御実行判定
部４６は、エンジン分離クラッチＣＬ１の要求伝達トルク容量Ｔｒｑｃがゼロに設定され
ている場合、又はエンジン分離クラッチＣＬ１に供給される油圧の目標油圧（指令圧）が
ストロークエンド圧未満に設定されている場合に、エンジン分離クラッチＣＬ１が解放さ
れた状態であると判定する。なお、本実施形態では、運転モードが電動モードに設定され
ている場合には、上記したように、基本的に、エンジン分離クラッチＣＬ１が解放状態に
制御され、エンジンＥが回転停止状態に制御されるため、制動トルク制御実行判定部４６
は、運転モードが電動モードに設定されているか否かを判定するようにしてもよい。
【００６５】
　制動トルク制御実行判定部４６は、車両のアクセルペダルＡＰの操作量を表すアクセル
開度が所定の制動判定値未満である場合に、車両の制動要求があると判定する。ここで、
制動判定値は、例えば、アクセル開度の操作可能幅の５％程度に対応する値に設定される
。なお、制動判定値は、車速に応じて異なる値に設定されるようにしてもよい。この場合
は、車速の増加に比例し、走行抵抗が増加することなどを考慮して、車速が増加するにつ
れ、制動判定値が増加するように設定されてもよい。
【００６６】
　アクセル開度に応じた車両の制動要求の有無の判定は、アクセル開度、車速、及びシフ
ト位置などに応じて設定される車両要求トルクに基づき判定できる。よって、本実施形態
では、制動トルク制御実行判定部４６は、アクセル開度、及び車速などに応じて設定され
る車両要求トルクが負トルクに設定されている場合、すなわち車両要求トルクがゼロ未満
である場合に、車両の制動要求があると判定するように構成されている。
【００６７】
　また、本実施形態では、制動トルク制御実行判定部４６は、制動トルク制御を実行する
と判定した（ステップ♯０１：Ｙｅｓ）後、車両の制動要求がなくなったと判定した場合
（ステップ♯０２：Ｎｏ）には、制動トルク制御の実行を終了すると判定し、本実施形態
に係わる一連の制動トルク制御を終了する。すなわち、制動トルク制御実行判定部４６は
、エンジンＥの回転が停止し、エンジン分離クラッチＣＬ１が解放された状態で、車両の
制動要求があった場合であって、引き続き車両の制動要求がある場合に、制動トルク制御
を実行すると判定するように構成されている。
【００６８】
３－４－１－２．要求制動トルクの設定
　制動トルク設定部４７は、制動トルク制御実行判定部４６が制動トルク制御を実行する
と判定している場合（ステップ♯０１：Ｙｅｓ、ステップ♯０２：Ｙｅｓ）に、出力軸Ｏ
に伝達すべき制動トルクである要求制動トルクＴｒｑｂｋを設定する（ステップ♯０３）
。
【００６９】
　制動トルク設定部４７は、アクセル開度が制動判定値未満である場合に、アクセル開度
に応じた要求制動トルクＴｒｑｂｋを設定する。本実施形態では、要求制動トルクＴｒｑ
ｂｋは、アクセル開度、車速、及びシフト位置などに応じて設定される車両要求トルクに
基づいて設定されるように構成されている。すなわち、制動トルク設定部４７は、アクセ
ル開度、車速、及びシフト位置などに応じて設定される車両要求トルクがゼロ以下である
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場合に、負トルク側の車両要求トルクを、要求制動トルクＴｒｑｂｋとして設定する。な
お、要求制動トルクＴｒｑｂｋは、ゼロ以下の値となる。
【００７０】
３－４－１－３．バッテリの充電状態の判定
　充電状態判定部４８は、バッテリＢＴの充電量ＳＯＣが所定の充電制限判定値Ｘｓｏｃ
１以上であるか否かを判定する（ステップ♯０４）。本実施形態では、充電状態判定部４
８は、バッテリ充電状態推定部５０から伝達されたバッテリＢＴの充電量ＳＯＣなどを用
いる。なお、充電状態判定部４８が、バッテリ充電状態検出センサＳｅ５の入力信号に基
づいて、バッテリＢＴの充電量ＳＯＣなどを推定するように構成されてもよい。
【００７１】
　バッテリＢＴの充電量ＳＯＣを、満充電量まで充電すると、バッテリＢＴの劣化が進行
する恐れがあるため、バッテリＢＴの充電量ＳＯＣが満充電量に近づくと、回転電機ＭＧ
が発電しないように制御する必要がある。
【００７２】
　このため、本実施形態では、充電制限判定値Ｘｓｏｃ１は、バッテリＢＴの満充電量よ
り小さい値に設定されている。例えば、充電制限判定値Ｘｓｏｃ１は、使用可能範囲とし
て設定した充電量の上限値とされてもよい。よって、バッテリＢＴの劣化が進行すること
を抑制しつつ、回転電機ＭＧの回生トルクの大きさが制限されて車両の制動が不十分にな
ることを抑制して、エンジン分離クラッチＣＬ１の滑り摩擦トルクにより、車両を制動す
ることができる。なお、充電状態判定部４８は、バッテリ充電状態推定部５０から伝達さ
れた、バッテリ温度、或いは劣化状態又は満充電量に応じて充電制限判定値Ｘｓｏｃ１を
変更するように構成されてもよい。
　あるいは、充電制限判定値Ｘｓｏｃ１は、バッテリＢＴの満充電量に設定されてもよい
。この場合でも、高性能なバッテリＢＴを用いるなどにより、回生トルクの大きさが制限
されることを抑制したり、劣化の進行を抑制したり、回生発電による燃費の向上を最大限
まで高めたり、することができる。
【００７３】
３－４－１－４．エンジン分離クラッチの伝達トルク容量による制動
　制動トルク制御実行判定部４６が制動トルク制御を実行すると判定し（ステップ♯０１
：Ｙｅｓ、ステップ♯０２：Ｙｅｓ）、充電状態判定部４８がバッテリＢＴの充電量ＳＯ
Ｃが所定の充電制限判定値Ｘｓｏｃ１以上であると判定した（ステップ♯０４：Ｙｅｓ）
場合に、制動トルク制御部４９は、入力軸Ｉ側から出力軸Ｏに伝達されるトルク（以下、
出力軸伝達トルクと称す）が要求制動トルクＴｒｑｂｋとなるように、エンジンＥを回転
させない範囲内でエンジン分離クラッチＣＬ１の伝達トルク容量を制御すると共に変速機
構ＴＭの変速比を制御する摩擦制動制御を実行する（ステップ♯０５～ステップ♯１０）
。
【００７４】
　具体的には、制動トルク制御部４９は、次式のように、回転電機要求トルクＴｒｑｍを
ゼロに設定する（ステップ♯０５）。
　Ｔｒｑｍ＝０　　　・・・（１）
　これにより、回転電機ＭＧの出力トルクがゼロになり、回転電機ＭＧは回生発電を行わ
ない状態になる。このため、エンジン分離クラッチＣＬ１の伝達トルク容量により生じる
滑り摩擦トルクのみが、変速機構ＴＭの変速比で出力軸Ｏに伝達される状態になる。そし
て、制動トルク制御部４９は、当該エンジン分離クラッチＣＬ１の伝達トルク容量による
出力軸伝達トルクが要求制動トルクＴｒｑｂｋになるように、エンジンＥを回転させない
範囲内でエンジン分離クラッチＣＬ１の伝達トルク容量及び変速機構ＴＭの変速比を制御
する。
【００７５】
　本実施形態では、制動トルク制御部４９は、エンジンＥを回転させない範囲内で伝達ト
ルク容量及び変速比を制御するに際し、上記のように、エンジン分離クラッチＣＬ１の伝
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達トルク容量に変速機構ＴＭの変速比を乗算して得られるトルクが要求制動トルクＴｒｑ
ｂｋとなると共に、エンジン分離クラッチＣＬ１の伝達トルク容量がエンジンＥを回転さ
せない範囲内に設定された上限トルク容量Ｘｔｃｍａｘ以下となる範囲内になるように、
エンジン分離クラッチＣＬ１の伝達トルク容量及び変速機構ＴＭの変速比を制御する摩擦
制動制御を実行するように構成されている（ステップ♯０６～ステップ♯１０）。なお、
ステップ♯０６～ステップ♯１０の処理は、このような摩擦制動制御を実行するための、
演算方法の一例である。
【００７６】
　ここで、上限トルク容量Ｘｔｃｍａｘは、エンジンＥを回転させ始める直前のエンジン
分離クラッチＣＬ１の伝達トルク容量である静止限界伝達トルク容量以下に設定される。
なお、静止限界伝達トルク容量は、エンジンＥが回転し始める直前にエンジンＥにかかる
トルクである静止限界トルクの大きさに等しい。すなわち、エンジン分離クラッチＣＬ１
の伝達トルク容量が静止限界伝達トルク容量より大きくなると、エンジン分離クラッチＣ
Ｌ１からエンジンＥに伝達されるエンジン分離クラッチＣＬ１の滑り摩擦トルクの大きさ
が、静止限界トルクの大きさを上回り、エンジンＥが回転し始める。
【００７７】
　本実施形態では、上限トルク容量Ｘｔｃｍａｘは、静止限界伝達トルク容量より小さく
設定されている。これにより、静止限界伝達トルク容量と上限トルク容量Ｘｔｃｍａｘと
の間に余裕を設けることができる。よって、エンジン分離クラッチＣＬ１の伝達トルク容
量が、上限トルク容量Ｘｔｃｍａｘをオーバーシュートして制御された場合や、静止限界
トルクの特性変動や上限トルク容量Ｘｔｃｍａｘの設定誤差が生じた場合でも、エンジン
分離クラッチＣＬ１の伝達トルク容量が、静止限界伝達トルク容量を上回ることを抑制で
き、エンジンＥが回転されることを抑制できる。
【００７８】
　また、静止限界トルクは、エンジンＥの油温、水温、又は吸気温など温度条件により変
化する各部の摩擦係数、或いは、吸排気弁のばね力などにより変化する各種抵抗などのエ
ンジンＥの停止条件に応じて変化する。よって、制動トルク制御部４９は、エンジンＥの
停止条件に応じて変化する静止限界伝達トルク容量に対応するように、エンジンＥの油温
、水温、吸気温、又は吸排気弁のばね力等のエンジンＥの停止条件に応じて上限トルク容
量Ｘｔｃｍａｘを変化させるように構成されてもよい。
【００７９】
　次に、図３に示す演算方法の例について説明する。
　制動トルク制御部４９は、次式のように、要求制動トルクＴｒｑｂｋの大きさ（絶対値
）を、車両制御ユニット３４がアクセル開度、車速、及びシフト位置などに応じて設定し
た基本要求変速比Ｒｒｑ＿ｂｓで除算した値を、仮要求伝達トルク容量Ｔｒｑｃ＿ｔｍｐ
に設定する（ステップ♯０６）。
　Ｔｒｑｃ＿ｔｍｐ＝｜Ｔｒｑｂｋ｜／Ｒｒｑ＿ｂｓ　　　・・・（２）
　この仮要求伝達トルク容量Ｔｒｑｃ＿ｔｍｐは、変速機構ＴＭの変速比が基本要求変速
比Ｒｒｑ＿ｂｓに制御されると仮定した場合において、エンジン分離クラッチＣＬ１の伝
達トルク容量により生じる出力軸伝達トルクが要求制動トルクＴｒｑｂｋになるようなエ
ンジン分離クラッチＣＬ１の要求伝達トルク容量Ｔｒｑｃである。
【００８０】
　そして、制動トルク制御部４９は、仮要求伝達トルク容量Ｔｒｑｃ＿ｔｍｐが、エンジ
ンＥを回転させない範囲内に設定された上限トルク容量Ｘｔｃｍａｘより大きいか否か判
定する（ステップ♯０７）。ステップ♯０７の処理は、言い換えると、変速機構ＴＭの変
速比が基本要求変速比Ｒｒｑ＿ｂｓに制御されると仮定した場合において、要求伝達トル
ク容量Ｔｒｑｃが、上限トルク容量Ｘｔｃｍａｘより大きくなるか否かを判定する。
【００８１】
　仮要求伝達トルク容量Ｔｒｑｃ＿ｔｍｐが上限トルク容量Ｘｔｃｍａｘ以下であると判
定された場合（ステップ♯０７：Ｎｏ）には、制動トルク制御部４９は、次式のように、
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変速機構ＴＭに対する要求変速比Ｒｒｑを基本要求変速比Ｒｒｑ＿ｂｓに設定すると共に
、仮要求伝達トルク容量Ｔｒｑｃ＿ｔｍｐを要求伝達トルク容量Ｔｒｑｃに設定する（ス
テップ♯０８）。
　Ｔｒｑｃ＝Ｔｒｑｃ＿ｔｍｐ
　Ｒｒｑ＝Ｒｒｑ＿ｂｓ　　　　　　　・・・（３）
　そして、設定された要求変速比Ｒｒｑ及び要求伝達トルク容量Ｔｒｑｃは動力伝達制御
ユニット３３に伝達され、動力伝達制御ユニット３３により変速機構ＴＭの変速比が要求
変速比Ｒｒｑに制御され、エンジン分離クラッチＣＬ１の伝達トルク容量が要求伝達トル
ク容量Ｔｒｑｃになるように制御される。
【００８２】
　このように、基本要求変速比Ｒｒｑ＿ｂｓに制御されると仮定した場合の仮要求伝達ト
ルク容量Ｔｒｑｃ＿ｔｍｐが、上限トルク容量Ｘｔｃｍａｘ以下の範囲内になる場合は、
変速機構ＴＭの変速比は、そのまま基本要求変速比Ｒｒｑ＿ｂｓに制御されると共に、エ
ンジン分離クラッチＣＬ１の伝達トルク容量は、そのまま仮要求伝達トルク容量Ｔｒｑｃ
＿ｔｍｐに制御される。
【００８３】
　一方、仮要求伝達トルク容量Ｔｒｑｃ＿ｔｍｐが上限トルク容量Ｘｔｃｍａｘより大き
いと判定された場合（ステップ♯０７：Ｙｅｓ）には、制動トルク制御部４９は、次式の
ように、要求伝達トルク容量Ｔｒｑｃを、上限トルク容量Ｘｔｃｍａｘに設定する（ステ
ップ♯０９）。
　Ｔｒｑｃ＝Ｘｔｃｍａｘ　　　　・・・（４）
　すなわち、制動トルク制御部４９は、仮要求伝達トルク容量Ｔｒｑｃ＿ｔｍｐを上限ト
ルク容量Ｘｔｃｍａｘで上限制限する。そして、制動トルク制御部４９は、次式のように
、要求制動トルクＴｒｑｂｋの大きさを、要求伝達トルク容量Ｔｒｑｃ（上限トルク容量
Ｘｔｃｍａｘ）で乗算した値を、要求変速比Ｒｒｑに設定する（ステップ♯１０）。
　Ｒｒｑ＝｜Ｔｒｑｂｋ｜／Ｔｒｑｃ　　　　・・・（５）
　そして、設定された要求変速比Ｒｒｑ及び要求伝達トルク容量Ｔｒｑｃは動力伝達制御
ユニット３３に伝達され、動力伝達制御ユニット３３により変速機構ＴＭの変速比が要求
変速比Ｒｒｑに制御され、エンジン分離クラッチＣＬ１の伝達トルク容量が要求伝達トル
ク容量Ｔｒｑｃに制御される。
【００８４】
　このように、基本要求変速比Ｒｒｑ＿ｂｓに制御されると仮定した場合の仮要求伝達ト
ルク容量Ｔｒｑｃ＿ｔｍｐが、上限トルク容量Ｘｔｃｍａｘ以下の範囲内にならない場合
は、エンジン分離クラッチＣＬ１の伝達トルク容量は、上限トルク容量Ｘｔｃｍａｘに制
御されると共に、変速機構ＴＭの変速比は、伝達トルク容量が上限トルク容量Ｘｔｃｍａ
ｘに制御された場合において、出力軸伝達トルクが要求制動トルクＴｒｑｂｋになるよう
な変速比に制御される。
【００８５】
３－４－１－５．回転電機の回生発電による制動
　一方、制動トルク制御実行判定部４６が制動トルク制御を実行すると判定し（ステップ
♯０１：Ｙｅｓ、ステップ♯０２：Ｙｅｓ）、充電状態判定部４８がバッテリＢＴの充電
量ＳＯＣが所定の充電制限判定値Ｘｓｏｃ１未満であると判定した（ステップ♯０４：Ｎ
ｏ）場合に、制動トルク制御部４９は、回転電機ＭＧから出力軸Ｏに伝達されるトルクが
要求制動トルクＴｒｑｂｋ以下となる範囲内で、回転電機ＭＧに発電を行わせる発電制動
制御を実行する（ステップ♯１１）。
【００８６】
　本実施形態では、制動トルク制御部４９は、バッテリＢＴの充電量ＳＯＣが所定の充電
制限判定値Ｘｓｏｃ１未満であると判定された場合には、エンジン分離クラッチＣＬ１を
解放したままに制御させる。そして、制動トルク制御部４９は、回転電機ＭＧから出力軸
Ｏに伝達されるトルクが要求制動トルクＴｒｑｂｋになるように、回転電機ＭＧに発電を
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行わせる発電制動制御を実行する（ステップ♯１１）。具体的には、制動トルク制御部４
９は、次式のように、要求制動トルクＴｒｑｂｋを、制動トルク制御の開始時の要求変速
比Ｒｒｑに設定された基本要求変速比Ｒｒｑ＿ｂｓで除算した値を、回転電機要求トルク
Ｔｒｑｍに設定すると共に、基本要求変速比Ｒｒｑ＿ｂｓをそのまま要求変速比Ｒｒｑに
設定する。なお、この場合は、エンジン分離クラッチＣＬ１の要求伝達トルク容量Ｔｒｑ
ｃはゼロに設定される。
　Ｔｒｑｍ＝Ｔｒｑｂｋ／Ｒｒｑ＿ｂｓ
　Ｒｒｑ＝Ｒｒｑ＿ｂｓ　　　　　　　　　・・・（６）
【００８７】
　制動制御部４５は、制動トルク制御実行判定部４６が制動トルク制御を実行すると判定
する場合（ステップ♯０２：Ｙｅｓ）は、一連の制動トルク制御の処理（ステップ♯０２
～ステップ♯１１）を、繰り返し（例えば、所定演算周期毎に）実行する。一方、制動制
御部４５は、制動トルク制御実行判定部４６が制動トルク制御を実行しないと判定した場
合（ステップ♯０２：Ｎｏ）は、一連の制動トルク制御の処理を終了する。
【００８８】
３－４－１－６．タイムチャート
　次に、制動制御部４５によって実行される処理について、図４に示すタイムチャートの
例を参照して説明する。
　制動トルク制御実行判定部４６は、エンジンＥの回転が停止し、エンジン分離クラッチ
ＣＬ１が解放された状態で、アクセル開度の減少などにより、車両の制動要求があったと
判定した場合（時刻ｔ１１）に、制動トルク制御を実行すると判定し、本実施形態に係わ
る一連の制動トルク制御を開始する。
【００８９】
　制動トルク設定部４７は、制動トルク制御実行判定部４６が制動トルク制御を実行する
と判定している場合（時刻ｔ１１から時刻ｔ１５）に、出力軸Ｏに伝達すべき制動トルク
である要求制動トルクＴｒｑｂｋを設定する。
【００９０】
　そして、充電状態判定部４８は、制動トルク制御実行判定部４６が制動トルク制御を実
行すると判定している場合（時刻ｔ１１から時刻ｔ１５）に、バッテリＢＴの充電量ＳＯ
Ｃが所定の充電制限判定値Ｘｓｏｃ１以上であるか否かを判定する。図４に示す例では、
充電状態判定部４８は、バッテリＢＴの充電量ＳＯＣが充電制限判定値Ｘｓｏｃ１以上で
あると判定している（時刻ｔ１１から時刻ｔ１５）。
【００９１】
　制動トルク制御実行判定部４６が制動トルク制御を実行すると判定し、充電状態判定部
４８がバッテリＢＴの充電量ＳＯＣが所定の充電制限判定値Ｘｓｏｃ１以上であると判定
している場合（時刻ｔ１１から時刻ｔ１５）に、制動トルク制御部４９は、入力軸Ｉ側か
ら出力軸Ｏに伝達される出力軸伝達トルクが要求制動トルクＴｒｑｂｋとなるように、エ
ンジンＥを回転させない範囲内でエンジン分離クラッチＣＬ１の伝達トルク容量を制御す
ると共に変速機構ＴＭの変速比を制御する摩擦制動制御を実行する。図４に示す例では、
制動トルク制御部４９は、エンジン分離クラッチＣＬ１の伝達トルク容量に変速機構ＴＭ
の変速比を乗算して得られるトルクが要求制動トルクＴｒｑｂｋとなると共に、エンジン
分離クラッチＣＬ１の伝達トルク容量がエンジンＥを回転させない範囲内に設定された上
限トルク容量Ｘｔｃｍａｘ以下となる範囲内になるように、エンジン分離クラッチＣＬ１
の伝達トルク容量及び変速機構ＴＭの変速比を制御する摩擦制動制御を実行している（時
刻ｔ１１から時刻ｔ１５）。
【００９２】
　時刻ｔ１１から時刻ｔ１３までは、要求制動トルクＴｒｑｂｋの大きさが比較的小さく
、変速機構ＴＭの要求変速比Ｒｒｑを基本要求変速比Ｒｒｑ＿ｂｓに設定しても、出力軸
伝達トルクが要求制動トルクＴｒｑｂｋとなるように設定される要求伝達トルク容量Ｔｒ
ｑｃは、上限トルク容量Ｘｔｃｍａｘ以下の範囲内になる。よって、制動トルク制御部４



(19) JP 2012-148701 A 2012.8.9

10

20

30

40

50

９は、変速機構ＴＭの要求変速比Ｒｒｑを基本要求変速比Ｒｒｑ＿ｂｓのままに設定する
と共にエンジン分離クラッチＣＬ１の要求伝達トルク容量Ｔｒｑｃを、要求制動トルクＴ
ｒｑｂｋの大きさを基本要求変速比Ｒｒｑ＿ｂｓで除算した値に設定している（時刻ｔ１
１から時刻ｔ１３）。
【００９３】
　本例では、車両制御ユニット３４は、時刻ｔ１２でシフト位置の変更を検出し、車両の
制動力を増加させる要求があったと判定して、負トルク側の車両要求トルク（要求制動ト
ルクＴｒｑｂｋ）の大きさを徐々に増加させている（時刻ｔ１２から時刻ｔ１４）。なお
、アクセル開度、車速が変化した場合も、車両要求トルクが変化され得る。
【００９４】
　このように、要求制動トルクＴｒｑｂｋの大きさが増加されていくと、要求制動トルク
Ｔｒｑｂｋの大きさを基本要求変速比Ｒｒｑ＿ｂｓで除算して設定される要求伝達トルク
容量Ｔｒｑｃが増加されていく（時刻ｔ１２から時刻ｔ１３）。基本要求変速比Ｒｒｑ＿
ｂｓに基づいて設定された要求伝達トルク容量Ｔｒｑｃが増加して、上限トルク容量Ｘｔ
ｃｍａｘより大きくなる場合（時刻ｔ１３から時刻ｔ１５）には、要求伝達トルク容量Ｔ
ｒｑｃは、上限トルク容量Ｘｔｃｍａｘ以下の範囲内になるように上限制限されて、上限
トルク容量Ｘｔｃｍａｘに設定されると共に、要求変速比Ｒｒｑは、要求伝達トルク容量
Ｔｒｑｃが上限トルク容量Ｘｔｃｍａｘに設定された場合において、出力軸伝達トルクが
要求制動トルクＴｒｑｂｋになるような変速比に設定される。具体的には、要求変速比Ｒ
ｒｑは、要求制動トルクＴｒｑｂｋの大きさを、上限トルク容量Ｘｔｃｍａｘに設定され
た要求伝達トルク容量Ｔｒｑｃで除算した値に設定される。この場合は、要求変速比Ｒｒ
ｑが、基本要求変速比Ｒｒｑ＿ｂｓより増加される。
【００９５】
　そして、制動トルク制御実行判定部４６が、アクセル開度の増加などにより、車両の制
動要求がなくなったと判定した場合（時刻ｔ１５）に、制動トルク制御を実行しないと判
定し、本実施形態に係わる一連の制動トルク制御を終了する。
【００９６】
〔第二の実施形態〕
　次に、本発明の第二の実施形態について説明する。上記の第一の実施形態では、充電状
態判定部４８は、バッテリＢＴの充電量ＳＯＣが充電制限判定値Ｘｓｏｃ１以上であるか
否かを判定するように構成されている場合を例として説明した。
　また、上記の第一の実施形態では、制動トルク制御部４９は、制動トルク制御を実行す
ると判定されていると共に充電量ＳＯＣが充電制限判定値Ｘｓｏｃ１以上であると判定さ
れた場合に、回転電機ＭＧに発電を行わせず、入力軸Ｉ側から出力軸Ｏに伝達されるトル
クが要求制動トルクＴｒｑｂｋとなるように、エンジンＥを回転させない範囲内でエンジ
ン分離クラッチＣＬ１の伝達トルク容量を制御すると共に変速機構ＴＭの変速比を制御す
る摩擦制動制御を実行するように構成されている場合を例として説明した。一方、制動ト
ルク制御部４９は、制動トルク制御を実行すると判定されていると共に充電量ＳＯＣが充
電制限判定値Ｘｓｏｃ１未満であると判定された場合には、エンジン分離クラッチＣＬ１
の制御を行わず、回転電機ＭＧから出力軸Ｏに伝達されるトルクが要求制動トルクＴｒｑ
ｂｋ以下となる範囲内で、回転電機ＭＧに発電を行わせる発電制動制御を実行する場合を
例として説明した。
【００９７】
　しかし、本実施形態では、充電状態判定部４８は、バッテリＢＴの充電量ＳＯＣが充電
制限判定値Ｘｓｏｃ１未満であると判定した場合に、更に、充電量ＳＯＣが充電制限判定
値Ｘｓｏｃ１より小さい値に設定された第二充電制限判定値Ｘｓｏｃ２以上であるか否か
を判定するように構成されている。
　そして、制動トルク制御部４９は、バッテリＢＴの充電量ＳＯＣが充電制限判定値Ｘｓ
ｏｃ１未満であって、第二充電制限判定値Ｘｓｏｃ２以上であると判定した場合に、充電
量ＳＯＣに応じて定まる充電許容電力に応じたトルクを回転電機ＭＧに出力させて発電を
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行わせ、回転電機ＭＧから出力軸Ｏに伝達されるトルクとエンジン分離クラッチＣＬ１を
介して出力軸Ｏに伝達されるトルクとの合計が要求制動トルクＴｒｑｂｋとなるように、
エンジン分離クラッチＣＬ１の伝達トルク容量及び変速機構ＴＭの変速比を制御するよう
に構成されている。
【００９８】
　よって、上記の第一の実施形態と本実施形態では、制動制御部４５における充電状態判
定部４８及び制動トルク制御部４９の構成が相違する。その他の構成は、第一の実施形態
と同様とすることができる。従って、上記の第一の実施形態との相違点について以下に説
明する。
【００９９】
４．制動制御部
　上記の第一の実施形態では、制動制御部４５は、バッテリＢＴの充電量ＳＯＣが満充電
状態に近く、回転電機ＭＧに十分な大きさの回生トルクを出力させることができない場合
に、回転電機ＭＧに回生トルクを出力させず、エンジン分離クラッチＣＬ１の伝達トルク
容量を生じさせることにより、車両を制動するように構成されていた。
　しかし、本実施形態では、制動制御部４５は、回転電機ＭＧに十分な大きさの回生トル
クを出力させることができない場合でも、回転電機ＭＧに出力可能な範囲内で回生トルク
を出力させ、回転電機ＭＧの回生トルクだけでは不足する分を、エンジン分離クラッチＣ
Ｌ１の伝達トルク容量を生じさせることにより補って、車両を制動するように構成されて
いる。
【０１００】
　具体的には、上記したように、本実施形態に係わる充電状態判定部４８は、バッテリＢ
Ｔの充電量ＳＯＣが充電制限判定値Ｘｓｏｃ１未満であると判定した場合に、更に、充電
量ＳＯＣが充電制限判定値Ｘｓｏｃ１より小さい値に設定された第二充電制限判定値Ｘｓ
ｏｃ２以上であるか否かを判定するように構成されている。
　また、本実施形態に係わる制動トルク制御部４９は、バッテリＢＴの充電量ＳＯＣが充
電制限判定値Ｘｓｏｃ１未満であって、第二充電制限判定値Ｘｓｏｃ２以上であると判定
した場合に、充電量ＳＯＣに応じて定まる充電許容電力に応じたトルクを回転電機ＭＧに
出力させて発電を行わせる発電制動制御を実行し、回転電機ＭＧから出力軸Ｏに伝達され
るトルクとエンジン分離クラッチＣＬ１を介して出力軸Ｏに伝達されるトルクとの合計が
要求制動トルクＴｒｑｂｋとなるように、エンジン分離クラッチＣＬ１の伝達トルク容量
及び変速機構ＴＭの変速比を制御する摩擦制動制御を実行するように構成されている。
【０１０１】
　この構成によれば、バッテリＢＴの充電量ＳＯＣが満充電状態に近い場合など、蓄電装
置への充電電力が制限されるものの制限範囲内で回転電機ＭＧに発電を行わせることが可
能な場合に、その充電許容電力に応じたトルクを回転電機ＭＧに出力させることができる
。このため、バッテリＢＴへの充電電力が制限される場合でも、満充電状態ぎりぎりにな
るまでバッテリＢＴに充電を行うことができる。これによって、運動エネルギーの回生効
率を限界近くまで高めることができ、燃費向上を図ることができる。
【０１０２】
　また、バッテリＢＴへの充電電力が制限される場合でも、回転電機ＭＧにトルクを出力
させることにより、入力軸Ｉ側から出力軸Ｏに伝達されるトルクを要求制動トルクＴｒｑ
ｂｋに精度良く一致させることができる。また、回転電機ＭＧにトルクを出力させること
により、エンジン分離クラッチＣＬ１の摩擦熱を低減することができ、エンジン分離クラ
ッチＣＬ１への熱負荷を軽減することができる。
【０１０３】
４－１．制動トルク制御の実行判定
　以下で、本実施形態に係わる制動制御部４５によって実行される処理について、図５に
示すフローチャートを参照して説明する。
　制動トルク制御実行判定部４６は、第一の実施形態と同様に、エンジンＥの回転が停止
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し、エンジン分離クラッチＣＬ１が解放された状態で、車両の制動要求があったか否か判
定する（ステップ♯２１）。制動トルク制御実行判定部４６が車両の制動要求があったと
判定した場合（ステップ♯２１：Ｙｅｓ）には、制動トルク制御を実行すると判定し、本
実施形態に係わる一連の制動トルク制御を開始する。
【０１０４】
　また、制動トルク制御実行判定部４６は、第一の実施形態と同様に、制動トルク制御を
実行すると判定した（ステップ♯２１：Ｙｅｓ）後、車両の制動要求がなくなったと判定
した場合（ステップ♯２２：Ｎｏ）には、制動トルク制御の実行を終了すると判定し、本
実施形態に係わる一連の制動トルク制御を終了する。
【０１０５】
４－２．要求制動トルクの設定
　制動トルク設定部４７は、第一の実施形態と同様に、制動トルク制御実行判定部４６が
制動トルク制御を実行すると判定している場合（ステップ♯２１：Ｙｅｓ、ステップ♯２
２：Ｙｅｓ）に、出力軸Ｏに伝達すべき制動トルクである要求制動トルクＴｒｑｂｋを設
定する（ステップ♯２３）。
【０１０６】
４－３．バッテリの充電状態の判定
　充電状態判定部４８は、第一の実施形態と同様に、バッテリＢＴの充電量ＳＯＣが所定
の充電制限判定値Ｘｓｏｃ１以上であるか否かを判定する（ステップ♯２４）。本実施形
態では、充電状態判定部４８は、バッテリＢＴの充電量ＳＯＣが充電制限判定値Ｘｓｏｃ
１未満であると判定した場合（ステップ♯２４：Ｎｏ）に、更に、充電量ＳＯＣが充電制
限判定値Ｘｓｏｃ１より小さい値に設定された第二充電制限判定値Ｘｓｏｃ２以上である
か否かを判定するように構成されている（ステップ♯３２）。
【０１０７】
　第二充電制限判定値Ｘｓｏｃ２は、バッテリＢＴの満充電量より小さい値であって、本
実施形態における充電制限判定値Ｘｓｏｃ１より小さい値に設定されている。ここで、本
実施形態における充電制限判定値Ｘｓｏｃ１は、第一の実施形態における充電制限判定値
Ｘｓｏｃ１と同様の値に設定される。あるいは、本実施形態における充電制限判定値Ｘｓ
ｏｃ１は、第一の実施形態における充電制限判定値Ｘｓｏｃ１よりも大きい値、又は小さ
い値に設定されてもよい。また、充電状態判定部４８は、バッテリＢＴのバッテリ温度、
劣化状態、又は満充電量に応じて、充電制限判定値Ｘｓｏｃ１及び第二充電制限判定値Ｘ
ｓｏｃ２を変更するように構成されてもよい。
【０１０８】
４－４．エンジン分離クラッチの伝達トルク容量による制動
　制動トルク制御実行判定部４６が制動トルク制御を実行すると判定し（ステップ♯２１
：Ｙｅｓ、ステップ♯２２：Ｙｅｓ）、充電状態判定部４８がバッテリＢＴの充電量ＳＯ
Ｃが所定の充電制限判定値Ｘｓｏｃ１以上であると判定した（ステップ♯２４：Ｙｅｓ）
場合に、制動トルク制御部４９は、上記の第一の実施形態と同様に、入力軸Ｉ側から出力
軸Ｏに伝達される出力軸伝達トルクが要求制動トルクＴｒｑｂｋとなるように、エンジン
Ｅを回転させない範囲内でエンジン分離クラッチＣＬ１の伝達トルク容量を制御すると共
に変速機構ＴＭの変速比を制御する摩擦制動制御を実行する（ステップ♯２５～ステップ
♯３０）。
　ステップ♯２５～ステップ♯３０の処理は、上記の第一の実施形態におけるステップ♯
０５～ステップ♯１０の処理と同様であり、説明は省略する。
【０１０９】
４－５．回生発電及び伝達トルク容量による制動
　一方、制動トルク制御実行判定部４６が制動トルク制御を実行すると判定し（ステップ
♯２１：Ｙｅｓ、ステップ♯２２：Ｙｅｓ）、充電状態判定部４８がバッテリＢＴの充電
量ＳＯＣが所定の充電制限判定値Ｘｓｏｃ１未満であると判定した（ステップ♯２４：Ｎ
ｏ）場合に、制動トルク制御部４９は、回転電機ＭＧから出力軸Ｏに伝達されるトルクが
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要求制動トルクＴｒｑｂｋ以下となる範囲内で、回転電機ＭＧに発電を行わせる発電制動
制御を実行する（ステップ♯３１～ステップ♯３８）。
【０１１０】
　本実施形態では、充電状態判定部４８がバッテリＢＴの充電量ＳＯＣが充電制限判定値
Ｘｓｏｃ１未満であって（ステップ♯２４：Ｎｏ）、第二充電制限判定値Ｘｓｏｃ２未満
である（ステップ♯３２：Ｎｏ）と判定した場合に、制動トルク制御部４９は、上記の第
一の実施形態と同様に、回転電機ＭＧから出力軸Ｏに伝達されるトルクが要求制動トルク
Ｔｒｑｂｋになるように、回転電機ＭＧに発電を行わせる発電制動制御を実行する（ステ
ップ♯３１）。具体的には、制動トルク制御部４９は、式（６）で示したように、要求制
動トルクＴｒｑｂｋを、制動トルク制御の開始時の要求変速比Ｒｒｑに設定された基本要
求変速比Ｒｒｑ＿ｂｓで除算した値を、回転電機要求トルクＴｒｑｍに設定すると共に、
基本要求変速比Ｒｒｑ＿ｂｓをそのまま要求変速比Ｒｒｑに設定する。なお、この場合は
、エンジン分離クラッチＣＬ１の要求伝達トルク容量Ｔｒｑｃはゼロに設定される。
【０１１１】
　充電状態判定部４８がバッテリＢＴの充電量ＳＯＣが充電制限判定値Ｘｓｏｃ１未満で
あって（ステップ♯２４：Ｎｏ）、第二充電制限判定値Ｘｓｏｃ２以上である（ステップ
♯３２：Ｙｅｓ）と判定した場合に、本実施形態における制動トルク制御部４９は、上記
したように、充電量ＳＯＣに応じて定まる充電許容電力に応じたトルクを回転電機ＭＧに
出力させて発電を行わせる発電制動制御を実行すると共に、回転電機ＭＧから出力軸Ｏに
伝達されるトルクとエンジン分離クラッチＣＬ１を介して出力軸Ｏに伝達されるトルクと
の合計が要求制動トルクＴｒｑｂｋとなるように、エンジン分離クラッチＣＬ１の伝達ト
ルク容量及び変速機構ＴＭの変速比を制御する摩擦制動制御を実行する（ステップ♯３１
～ステップ♯３８）。
【０１１２】
　図５に示す演算方法の例では、ステップ♯３３で、制動トルク制御部４９は、充電量Ｓ
ＯＣに応じて定まる充電許容電力に応じたトルクを回転電機ＭＧに出力させて発電を行わ
せる発電制動制御を実行する。
【０１１３】
　具体的には、制動トルク制御部４９は、バッテリＢＴの充電量ＳＯＣに基づいて回生ト
ルク制限値Ｘｔｒｇ（負トルク）を設定する。そして、制動トルク制御部４９は、次式で
示すように、要求制動トルクＴｒｑｂｋ（負トルク）を基本要求変速比Ｒｒｑ＿ｂｓで除
算した値を、回生トルク制限値Ｘｔｒｇで下限制限した値を、回転電機要求トルクＴｒｑ
ｍに設定する。
　Ｔｒｑｍ＝ｍａｘ（Ｔｒｑｂｋ／Ｒｒｑ＿ｂｓ、Ｘｔｒｇ）　　　・・・（７）
　そして、設定された回転電機要求トルクＴｒｑｍは回転電機制御ユニット３２に伝達さ
れ、回転電機制御ユニット３２により回転電機ＭＧの出力トルクが回転電機要求トルクＴ
ｒｑｍに制御される。
【０１１４】
　回生トルク制限値Ｘｔｒｇは、バッテリＢＴの充電量ＳＯＣに応じて定まる充電許容電
力に応じて変化する、回生トルクの下限値（回生トルクの大きさの上限値）に対応する値
である。この回生トルク制限値Ｘｔｒｇの値は、バッテリＢＴの充電量ＳＯＣが充電制限
判定値Ｘｓｏｃ１に近づくにつれ、ゼロ付近まで徐々に減少する充電許容電力に応じて定
まる。例えば、回生トルク制限値Ｘｔｒｇの値は、所定の時間でバッテリＢＴの充電量Ｓ
ＯＣを充電制限判定値Ｘｓｏｃ１とする充電電力に応じて定まる。よって、バッテリＢＴ
の充電量ＳＯＣが、充電制限判定値Ｘｓｏｃ１に近づくにつれ、回生発電による充電電力
が徐々にゼロ付近まで低下され、充電量ＳＯＣが充電制限判定値Ｘｓｏｃ１を超えないよ
うになっている。
【０１１５】
　本実施形態では、制動トルク制御部４９は、バッテリＢＴの充電量ＳＯＣに応じて回生
トルク制限値Ｘｔｒｇが設定されたマップを備えており、当該マップとバッテリＢＴの充
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電量ＳＯＣとに基づいて、回生トルク制限値Ｘｔｒｇを設定する。なお、バッテリＢＴの
充電量ＳＯＣとして、満充電量に対する充電量の相対関係を表す相対状態量が用いられる
ようにしてもよい。
【０１１６】
　なお、回転電機ＭＧの回生トルクの大きさは、バッテリＢＴに充電される電力（電流）
に比例すると共に、回転電機ＭＧの回転速度に反比例する。すなわち、バッテリＢＴの充
電量ＳＯＣに応じて定まる充電許容電力を、回転電機ＭＧの回転速度で除算した値が、回
生トルク制限値Ｘｔｒｇの大きさとなる。よって、制動トルク制御部４９は、バッテリＢ
Ｔの充電量ＳＯＣ及び回転電機ＭＧの回転速度に基づき回生トルク制限値Ｘｔｒｇを決定
するように構成されてもよい。具体的には、制動トルク制御部４９は、バッテリＢＴの充
電量ＳＯＣに基づいて設定した回生トルク制限値Ｘｔｒｇを、回転電機ＭＧの回転速度に
応じて補正するように構成されてもよい。或いは、制動トルク制御部４９は、バッテリＢ
Ｔの充電量ＳＯＣに基づいて設定した充電許容電力を、回転電機ＭＧの回転速度で除算し
た値に－1を乗算した値を回生トルク制限値Ｘｔｒｇに設定するように構成されてもよい
。
【０１１７】
　なお、回転電機ＭＧの回生トルクは、回生トルク制限値Ｘｔｒｇで下限制限されない場
合でも、回転電機ＭＧの性能又は制御方法などで定まる出力限界値で制限される。このた
め、制動トルク制御部４９は、この回生トルクの出力限界値も考慮して回生トルク制限値
Ｘｔｒｇを決定する。すなわち、制動トルク制御部４９は、次式のように、バッテリＢＴ
の充電量ＳＯＣなどに基づいて設定した回生トルク制限値Ｘｔｒｇを、回転電機ＭＧの性
能等により定まる回生トルクの出力限界値で下限制限した値を、回生トルク制限値Ｘｔｒ
ｇに設定する。
　Ｘｔｒｇ＝ｍａｘ（Ｘｔｒｇ、出力限界値）　　　・・・（８）
【０１１８】
　図５に示す演算方法の例では、ステップ♯３４で、制動トルク制御部４９は、次式のよ
うに、要求制動トルクＴｒｑｂｋの大きさ（絶対値）を、制動トルク制御の開始時の要求
変速比Ｒｒｑに設定された基本要求変速比Ｒｒｑ＿ｂｓで除算した値から、回転電機要求
トルクＴｒｑｍの大きさ（絶対値）を引き算した値を、仮要求伝達トルク容量Ｔｒｑｃ＿
ｔｍｐに設定する。
　Ｔｒｑｃ＿ｔｍｐ＝｜Ｔｒｑｂｋ｜／Ｒｒｑ＿ｂｓ－｜Ｔｒｑｍ｜　　・・・（９）
【０１１９】
　式（９）を、要求制動トルクＴｒｑｂｋの大きさについて整理すると次式を得る。
　｜Ｔｒｑｂｋ｜＝（Ｔｒｑｃ＿ｔｍｐ＋｜Ｔｒｑｍ｜）×Ｒｒｑ＿ｂｓ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・・・（１０）
　式（１０）からわかるように、式（９）で設定される仮要求伝達トルク容量Ｔｒｑｃ＿
ｔｍｐは、変速機構ＴＭの変速比が基本要求変速比Ｒｒｑ＿ｂｓに制御されると仮定した
場合において、回転電機ＭＧの回生トルク及びエンジン分離クラッチＣＬ１の伝達トルク
容量により入力軸Ｉ側から出力軸Ｏに伝達される出力軸伝達トルクが要求制動トルクＴｒ
ｑｂｋになるような要求伝達トルク容量Ｔｒｑｃである。すなわち、仮要求伝達トルク容
量Ｔｒｑｃ＿ｔｍｐがそのまま設定可能であれば、回転電機要求トルクＴｒｑｍに基づき
回転電機ＭＧから出力軸Ｏに伝達されるトルクと、仮要求伝達トルク容量Ｔｒｑｃ＿ｔｍ
ｐに基づきエンジン分離クラッチＣＬ１を介して出力軸Ｏに伝達されるトルクとの合計は
、要求制動トルクＴｒｑｂｋとなる。
【０１２０】
　そして、制動トルク制御部４９は、仮要求伝達トルク容量Ｔｒｑｃ＿ｔｍｐが、エンジ
ンＥを回転させない範囲内に設定された上限トルク容量Ｘｔｃｍａｘより大きいか否か判
定する（ステップ♯３５）。仮要求伝達トルク容量Ｔｒｑｃ＿ｔｍｐが上限トルク容量Ｘ
ｔｃｍａｘ以下であると判定された場合（ステップ♯３５：Ｎｏ）には、制動トルク制御
部４９は、式（３）で示したように、変速機構ＴＭに対する要求変速比Ｒｒｑを基本要求



(24) JP 2012-148701 A 2012.8.9

10

20

30

40

50

変速比Ｒｒｑ＿ｂｓに設定すると共に、仮要求伝達トルク容量Ｔｒｑｃ＿ｔｍｐを要求伝
達トルク容量Ｔｒｑｃに設定する（ステップ♯３６）。
　そして、設定された要求変速比Ｒｒｑ及び要求伝達トルク容量Ｔｒｑｃは動力伝達制御
ユニット３３に伝達され、動力伝達制御ユニット３３により変速機構ＴＭの変速比が要求
変速比Ｒｒｑに制御され、エンジン分離クラッチＣＬ１の伝達トルク容量が要求伝達トル
ク容量Ｔｒｑｃに制御される。
【０１２１】
　このように、基本要求変速比Ｒｒｑ＿ｂｓに制御されると仮定した場合の仮要求伝達ト
ルク容量Ｔｒｑｃ＿ｔｍｐが、上限トルク容量Ｘｔｃｍａｘ以下の範囲内になる場合は、
変速機構ＴＭの変速比は、そのまま基本要求変速比Ｒｒｑ＿ｂｓに制御されると共に、エ
ンジン分離クラッチＣＬ１の伝達トルク容量は、そのまま仮要求伝達トルク容量Ｔｒｑｃ
＿ｔｍｐに制御される。よって、回転電機要求トルクＴｒｑｍに基づき回転電機ＭＧから
出力軸Ｏに伝達されるトルクと、仮要求伝達トルク容量Ｔｒｑｃ＿ｔｍｐに基づきエンジ
ン分離クラッチＣＬ１を介して出力軸Ｏに伝達されるトルクとの合計は、要求制動トルク
Ｔｒｑｂｋとなる。
【０１２２】
　一方、仮要求伝達トルク容量Ｔｒｑｃ＿ｔｍｐが上限トルク容量Ｘｔｃｍａｘより大き
いと判定された場合（ステップ♯３５：Ｙｅｓ）には、制動トルク制御部４９は、式（４
）で示したように、要求伝達トルク容量Ｔｒｑｃを、上限トルク容量Ｘｔｃｍａｘに設定
する（ステップ♯３７）。すなわち、制動トルク制御部４９は、仮要求伝達トルク容量Ｔ
ｒｑｃ＿ｔｍｐを上限トルク容量Ｘｔｃｍａｘで上限制限する。そして、制動トルク制御
部４９は、次式で示すように、要求制動トルクＴｒｑｂｋの大きさ（絶対値）を、要求伝
達トルク容量Ｔｒｑｃ（上限トルク容量Ｘｔｃｍａｘ）とステップ♯３３で設定した回転
電機要求トルクＴｒｑｍの大きさ（絶対値）とを加算した値で乗算した値を、要求変速比
Ｒｒｑに設定する（ステップ♯３８）。
　Ｒｒｑ＝｜Ｔｒｑｂｋ｜／（Ｔｒｑｃ＋｜Ｔｒｑｍ｜）　　　・・・（１１）
　そして、設定された要求変速比Ｒｒｑ及び要求伝達トルク容量Ｔｒｑｃは動力伝達制御
ユニット３３に伝達され、動力伝達制御ユニット３３により変速機構ＴＭの変速比が要求
変速比Ｒｒｑに制御され、エンジン分離クラッチＣＬ１の伝達トルク容量が要求伝達トル
ク容量Ｔｒｑｃに制御される。
【０１２３】
　このように、基本要求変速比Ｒｒｑ＿ｂｓに制御されると仮定した場合の仮要求伝達ト
ルク容量Ｔｒｑｃ＿ｔｍｐが、上限トルク容量Ｘｔｃｍａｘ以下の範囲内にならない場合
は、エンジン分離クラッチＣＬ１の伝達トルク容量は、上限トルク容量Ｘｔｃｍａｘに制
御されると共に、変速機構ＴＭの変速比は、伝達トルク容量が上限トルク容量Ｘｔｃｍａ
ｘに制御された場合において、回転電機ＭＧの回生トルク及びエンジン分離クラッチＣＬ
１の伝達トルク容量により入力軸Ｉ側から出力軸Ｏに伝達される出力軸伝達トルクが要求
制動トルクＴｒｑｂｋになるような変速比に制御される。
【０１２４】
　制動制御部４５は、制動トルク制御実行判定部４６が制動トルク制御を実行すると判定
する場合（ステップ♯２２：Ｙｅｓ）は、一連の制動トルク制御の処理（ステップ♯２２
～ステップ♯３８）を、繰り返し（例えば、所定演算周期毎に）実行する。一方、制動制
御部４５は、制動トルク制御実行判定部４６が制動トルク制御を実行しないと判定した場
合（ステップ♯２２：Ｎｏ）は、一連の制動トルク制御の処理を終了する。
【０１２５】
４－５．タイムチャート
　次に、本実施形態における制動制御部４５によって実行される処理について、図６に示
すタイムチャートの例を参照して説明する。
　制動トルク制御実行判定部４６は、エンジンＥの回転が停止し、エンジン分離クラッチ
ＣＬ１が解放された状態で、アクセル開度の減少などにより、車両の制動要求があったと
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判定した場合（時刻ｔ２１）に、制動トルク制御を実行すると判定し、本実施形態に係わ
る一連の制動トルク制御を開始する。
【０１２６】
　制動トルク設定部４７は、制動トルク制御実行判定部４６が制動トルク制御を実行する
と判定している場合（時刻ｔ２１から時刻ｔ２５）に、出力軸Ｏに伝達すべき制動トルク
である要求制動トルクＴｒｑｂｋを設定する。
【０１２７】
　そして、充電状態判定部４８は、制動トルク制御実行判定部４６が制動トルク制御を実
行すると判定している場合（時刻ｔ２１から時刻ｔ２４）に、バッテリＢＴの充電量ＳＯ
Ｃが所定の充電制限判定値Ｘｓｏｃ１以上であるか否かを判定し、当該判定が充電制限判
定値Ｘｓｏｃ１以上でない（未満である）という判定であった場合に、更に、充電量ＳＯ
Ｃが第二充電制限判定値Ｘｓｏｃ２以上であるか否かを判定する。
　図６に示す例では、制動トルク制御の実行を開始する時点（時刻ｔ２１）では、バッテ
リＢＴの充電量ＳＯＣは、第二充電制限判定値Ｘｓｏｃ２未満である。そして、図６に示
す例では、制動トルク制御の実行中に回生発電が行われて（時刻ｔ２１から時刻ｔ２４）
、バッテリＢＴの充電量ＳＯＣが次第に増加していき、時刻ｔ２２で第二充電制限判定値
Ｘｓｏｃ２に到達し、時刻ｔ２４で充電制限判定値Ｘｓｏｃ１に到達している。
【０１２８】
　よって、充電状態判定部４８は、時刻ｔ２１から時刻ｔ２２までの期間は、バッテリＢ
Ｔの充電量ＳＯＣが充電制限判定値Ｘｓｏｃ１未満であって、第二充電制限判定値Ｘｓｏ
ｃ２未満であると判定しており、時刻ｔ２２から時刻ｔ２４までの期間は、バッテリＢＴ
の充電量ＳＯＣが充電制限判定値Ｘｓｏｃ１未満であって、第二充電制限判定値Ｘｓｏｃ
２以上であると判定しており、時刻ｔ２４から時刻ｔ２５までの期間は、バッテリＢＴの
充電量ＳＯＣが充電制限判定値Ｘｓｏｃ１以上であると判定している。
【０１２９】
　制動トルク制御実行判定部４６が制動トルク制御を実行すると判定し、充電状態判定部
４８がバッテリＢＴの充電量ＳＯＣが充電制限判定値Ｘｓｏｃ１未満であって、第二充電
制限判定値Ｘｓｏｃ２未満であると判定している場合（時刻ｔ２１から時刻ｔ２２）に、
制動トルク制御部４９は、回転電機ＭＧから出力軸Ｏに伝達されるトルクが要求制動トル
クＴｒｑｂｋになるように、回転電機ＭＧに発電を行わせる発電制動制御を実行する。本
実施形態では、要求制動トルクＴｒｑｂｋを基本要求変速比Ｒｒｑ＿ｂｓで除算した値を
、回転電機要求トルクＴｒｑｍに設定する。
【０１３０】
　そして、充電状態判定部４８がバッテリＢＴの充電量ＳＯＣが充電制限判定値Ｘｓｏｃ
１未満であって、第二充電制限判定値Ｘｓｏｃ２以上であると判定している場合（時刻ｔ
２２から時刻ｔ２４）に、制動トルク制御部４９は、充電量ＳＯＣに応じて定まる充電許
容電力に応じたトルクを回転電機ＭＧに出力させて発電を行わせる発電制動制御を実行す
ると共に、回転電機ＭＧから出力軸Ｏに伝達されるトルクとエンジン分離クラッチＣＬ１
を介して出力軸Ｏに伝達されるトルクとの合計が要求制動トルクＴｒｑｂｋとなるように
、エンジン分離クラッチＣＬ１の伝達トルク容量及び変速機構ＴＭの変速比を制御する摩
擦制動制御を実行する。
【０１３１】
　図６に示す例では、バッテリＢＴの充電量ＳＯＣに基づき設定される回生トルク制限値
Ｘｔｒｇは、要求制動トルクＴｒｑｂｋを基本変速比で除算した値より大きくなっている
ため、要求制動トルクＴｒｑｂｋを基本要求変速比Ｒｒｑ＿ｂｓで除算した値は、回生ト
ルク制限値Ｘｔｒｇで下限制限されており、回生トルク制限値Ｘｔｒｇが回転電機要求ト
ルクＴｒｑｍに設定されている（時刻ｔ２２から時刻ｔ２４）。
　また、この時刻ｔ２２から時刻ｔ２４までの期間では、回転電機要求トルクＴｒｑｍが
負トルクに設定され、回生発電が行われているため、バッテリＢＴの充電量ＳＯＣが徐々
に増加しており、充電許容電力が減少していく。そして、この充電量ＳＯＣの増加に応じ
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て、回生トルク制限値Ｘｔｒｇはゼロ付近まで徐々に増加されている。これにより、バッ
テリＢＴの充電量ＳＯＣが、第二充電制限判定値Ｘｓｏｃ２以上になった場合に、充電量
ＳＯＣに応じて定まる充電許容電力に応じたトルクを回転電機ＭＧに出力させ発電を行わ
せて、バッテリＢＴの充電量ＳＯＣを次第に増加させることによって充電制限判定値Ｘｓ
ｏｃ１を超えることを防止しつつ、充電制限判定値Ｘｓｏｃ１まで増加させることができ
ている。
【０１３２】
　また、回転電機ＭＧの回生トルクが制限されているので、回転電機ＭＧから出力軸Ｏに
伝達されるトルクは、要求制動トルクＴｒｑｂｋに対して不足している。この回生トルク
の不足分を補うように、エンジン分離クラッチＣＬ１の伝達トルク容量及び変速機構ＴＭ
の変速比が制御されている（時刻２２から時刻ｔ２４）。よって、入力軸Ｉから出力軸Ｏ
に伝達される出力軸伝達トルクは、回転電機ＭＧの回生トルクとエンジン分離クラッチＣ
Ｌ１の伝達トルク容量との合計により、要求制動トルクＴｒｑｂｋに一致している。
【０１３３】
　回生トルク制限値Ｘｔｒｇの増加により、回生トルクの大きさが減少していくと、制動
トルク制御部４９は、この回生トルクの不足トルク分を補うように、要求伝達トルク容量
Ｔｒｑｃを増加させていく（時刻ｔ２２から時刻２３）。そして、要求伝達トルク容量Ｔ
ｒｑｃが、エンジンＥを回転させない範囲内に設定された上限トルク容量Ｘｔｃｍａｘに
到達して上限制限されると、制動トルク制御部４９は、要求変速比Ｒｅｑを基本要求変速
比Ｒｒｑ＿ｂｓより増加させて、回生トルク制限値Ｘｔｒｇにより制限された回生トルク
と、上限トルク容量Ｘｔｃｍａｘにより制限された伝達トルク容量とにより、出力軸Ｏに
伝達される出力軸伝達トルクの大きさを増加させて、要求制動トルクＴｒｑｂｋの大きさ
に一致させている（時刻ｔ２３から時刻ｔ２４）。
【０１３４】
　時刻ｔ２４から時刻ｔ２５までの期間は、バッテリＢＴの充電量ＳＯＣが充電制限判定
値Ｘｓｏｃ１以上であると判定している。
【０１３５】
　充電状態判定部４８がバッテリＢＴの充電量ＳＯＣが充電制限判定値Ｘｓｏｃ１以上で
あると判定している場合（時刻ｔ２４から時刻ｔ２５）に、制動トルク制御部４９は、エ
ンジン分離クラッチＣＬ１の伝達トルク容量に変速機構ＴＭの変速比を乗算して得られる
トルクが要求制動トルクＴｒｑｂｋとなると共に、エンジン分離クラッチＣＬ１の伝達ト
ルク容量がエンジンＥを回転させない範囲内に設定された上限トルク容量Ｘｔｃｍａｘ以
下となる範囲内になるように、エンジン分離クラッチＣＬ１の伝達トルク容量及び変速機
構ＴＭの変速比を制御する摩擦制動制御を実行する。
【０１３６】
　そして、制動トルク制御実行判定部４６がアクセル開度の増加などにより、車両の制動
要求がなくなったと判定した場合（時刻ｔ２５）に、制動トルク制御を実行しないと判定
し、本実施形態に係わる一連の制動トルク制御を終了する。
【０１３７】
〔その他の実施形態〕
　最後に、本発明のその他の実施形態について説明する。なお、以下に説明する各実施形
態の構成は、それぞれ単独で適用されるものに限られず、矛盾が生じない限り、他の実施
形態の構成と組み合わせて適用することも可能である。
【０１３８】
（１）上記の各実施形態においては、図１で示したように、回転電機ＭＧは、入力軸Ｉに
駆動連結されて、入力軸Ｉと出力軸Ｏとを結ぶ動力伝達経路上に設けられている場合を例
として説明した。しかし、本発明の実施形態はこれに限定されない。すなわち、図７に示
すように、回転電機ＭＧは、出力軸Ｏに駆動連結されて、入力軸Ｉと出力軸Ｏとを結ぶ動
力伝達経路上に設けられる構成としても良い。この場合、回転電機ＭＧの回生トルクは、
変速機構ＴＭを介さずに直接、出力軸Ｏに伝達されるため、ステップ♯１１又はステップ
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♯３１で設定される回転電機要求トルクＴｒｑｍは、式（６）に代えて次式で設定される
。
　Ｔｒｑｍ＝Ｔｒｑｂｋ　　　・・・（１２）
　また、ステップ♯３３で設定される回転電機要求トルクＴｒｑｍは、式（７）に代えて
次式で設定される。
　Ｔｒｑｍ＝ｍａｘ（Ｔｒｑｂｋ、Ｘｔｒｇ）　　　・・・（１３）
　また、ステップ♯３４で設定される仮要求伝達トルク容量Ｔｒｑｃ＿ｔｍｐは、式（９
）に代えて次式で設定される。
　Ｔｒｑｃ＿ｔｍｐ＝（｜Ｔｒｑｂｋ｜－｜Ｔｒｑｍ｜）／Ｒｒｑ＿ｂｓ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・・・（１４）
　また、ステップ♯３８で設定される要求変速比Ｒｒｑは、式（１１）に代えて次式で設
定される。
　Ｒｒｑ＝（｜Ｔｒｑｂｋ｜－｜Ｔｒｑｍ｜）／Ｔｒｑｃ　　　・・・（１５）
【０１３９】
（２）駆動装置１は、図８に示すように、トルクコンバータＴＣを備える構成としても良
い。ここで、トルクコンバータＴＣは、回転電機ＭＧと変速機構ＴＭとの間の動力伝達経
路上に備えられ、駆動力源側から入力軸Ｉに伝達されるトルクを、流体継手又はロックア
ップクラッチＣＬ２を介して変速機構ＴＭに伝達する装置である。このトルクコンバータ
ＴＣは、入力軸Ｉに駆動連結されたポンプインペラＴＣａと、変速機構ＴＭに駆動連結さ
れたタービンランナＴＣｂと、これらの間に設けられたステータＴＣｃと、を備えて構成
されている。そして、トルクコンバータＴＣは、内部に充填された作動油を介して、駆動
側のポンプインペラＴＣａと従動側のタービンランナＴＣｂとの間のトルクの伝達を行う
、流体継手として機能する。ロックアップクラッチＣＬ２は、伝達効率を高めるために、
ポンプインペラＴＣａとタービンランナＴＣｂとを一体回転させるように連結するクラッ
チである。また、動力伝達制御ユニット３３は、油圧制御装置ＰＣを介して、ロックアッ
プクラッチＣＬ２を係合又は解放状態に制御するように構成されている。そして、ロック
アップクラッチＣＬ２は、制動トルク制御が実行されている場合に、基本的に直結係合状
態に制御される。なお、ロックアップクラッチＣＬ２は、制動トルク制御が実行されてい
る場合に、滑り係合状態に制御されてもよい。
【０１４０】
（３）駆動装置１は、図９に示すように、第二クラッチＣＬ２を備える構成としても良い
。ここで、第二クラッチＣＬ２は、回転電機ＭＧと変速機構ＴＭとの間の動力伝達経路上
に備えられ、エンジン分離クラッチＣＬ１と同様の摩擦係合要素である。また、動力伝達
制御ユニット３３は、油圧制御装置ＰＣを介して、第二クラッチＣＬ２を係合又は解放状
態に制御するように構成されている。そして、第二クラッチＣＬ２は、制動トルク制御が
実行されている場合に、基本的に直結係合状態に制御される。なお、第二クラッチＣＬ２
は、制動トルク制御が実行されている場合に、滑り係合状態に制御されてもよい。
【０１４１】
（４）上記の各実施形態において、制御装置３０は、複数の制御ユニット３２～３４を備
え、これら複数の制御ユニット３２～３４が分担して複数の機能部４２～５０を備える場
合を例として説明した。しかし、本発明の実施形態はこれに限定されない。すなわち、制
御装置３０は、上述した複数の制御ユニット３２～３４を任意の組み合わせで統合又は分
離した制御装置として備えるようにしてもよく、複数の機能部４２～５０の分担も任意に
設定することができる。
【０１４２】
（５）上記の各実施形態において、変速機構ＴＭは、連続的に変速比を変更可能な無段の
自動変速機構である場合を例として説明した。しかし、本発明の実施形態はこれに限定さ
れない。すなわち、変速機構ＴＭは、変速比の異なる複数の変速段を有する有段の自動変
速機構である構成でもよい。この場合でも、制動制御部４５は、変速段を変更することに
より変速比を制御するように構成される。
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【０１４３】
（６）上記の各実施形態において、制動制御部４５は、制動トルク制御の開始時の要求変
速比Ｒｒｑを、基本要求変速比Ｒｒｑ＿ｂｓに設定し、制動トルク制御部４９は、基本的
に、変速機構ＴＭの変速比を基本要求変速比Ｒｒｑ＿ｂｓに制御し、エンジン分離クラッ
チＣＬ１の伝達トルク容量（仮要求伝達トルク容量Ｔｒｑｃ＿ｔｍｐ）が、上限トルク容
量Ｘｔｃｍａｘより大きくなると判定した場合（ステップ♯０７：Ｙｅｓ、ステップ♯２
７：Ｙｅｓ、ステップ♯３５：Ｙｅｓ）には、変速機構ＴＭの変速比を基本要求変速比Ｒ
ｒｑ＿ｂｓから変化させる場合を例として説明した。しかし、本発明の実施形態はこれに
限定されない。すなわち、制動トルク制御部４９は、基本的に、変速機構ＴＭの変速比を
基本要求変速比Ｒｒｑ＿ｂｓ以外の変速比、例えば、変速比の最小値（下限値）、変速比
の最大値（上限値）、又は車両制御ユニット３４がアクセル開度、及び車速などに応じて
決定する要求変速比Ｒｒｑなどに、制御されてもよい。この場合にエンジン分離クラッチ
ＣＬ１の伝達トルク容量が、上限トルク容量Ｘｔｃｍａｘより大きくなると判定した場合
は、変速機構ＴＭの変速比を、前記の基本要求変速比Ｒｒｑ＿ｂｓ以外の変速比（変速比
の最小値等）から変化させるようにしてもよい。
【０１４４】
　あるいは、回転電機ＭＧに発電を行わせる発電制動制御のみが実行される場合には、制
動トルク制御部４９は、変速機構ＴＭの変速比を、基本要求変速比Ｒｒｑ＿ｂｓに代えて
、車両制御ユニット３４がアクセル開度、及び車速などに応じて決定する要求変速比Ｒｒ
ｑに制御させてもよい。この場合、ステップ♯１１又はステップ♯３１で設定される回転
電機要求トルクＴｒｑｍ及び要求変速比Ｒｒｑは、式（６）に代えて次式で設定される。
　Ｔｒｑｍ＝Ｔｒｑｂｋ／Ｒｒｑ　　　・・・（１６）
【０１４５】
（７）上記の各実施形態において、制動トルク制御部４９は、変速機構ＴＭの変速比を所
定値（基本要求変速比Ｒｒｑ＿ｂｓ）に制御されると仮定した場合に、エンジン分離クラ
ッチＣＬ１の伝達トルク容量（仮要求伝達トルク容量Ｔｒｑｃ＿ｔｍｐ）が、上限トルク
容量Ｘｔｃｍａｘより大きくなると判定した場合（ステップ♯０７：Ｙｅｓ、ステップ♯
２７：Ｙｅｓ、ステップ♯３５：Ｙｅｓ）に、エンジン分離クラッチＣＬ１の伝達トルク
容量を上限トルク容量Ｘｔｃｍａｘに制御させ、変速機構ＴＭの変速比を変化させる場合
を例として説明した。しかし、本発明の実施形態はこれに限定されない。すなわち、制動
トルク制御部４９は、エンジン分離クラッチＣＬ１の伝達トルク容量に変速機構ＴＭの変
速比を乗算して得られるトルクが要求制動トルクＴｒｑｂｋとなると共に、エンジン分離
クラッチＣＬ１の伝達トルク容量が上限トルク容量Ｘｔｃｍａｘ以下となる範囲内になる
ように、エンジン分離クラッチＣＬ１の伝達トルク容量及び変速機構ＴＭの変速比が制御
されれば何れの演算方法を用いてもよい。例えば、制動トルク制御部４９は、エンジン分
離クラッチＣＬ１の伝達トルク容量を上限トルク容量Ｘｔｃｍａｘ以下の所定値に制御し
、変速機構ＴＭの変速比を変化させるようにしてもよい。この場合、制動トルク制御部４
９は、エンジン分離クラッチＣＬ１の伝達トルク容量を上限トルク容量Ｘｔｃｍａｘ以下
の所定値に制御すると仮定した場合に、変速機構ＴＭの変速比が、変速比の最小値（下限
値）から変速比の最大値（上限値）までの範囲内にならないと判定した場合に、変速機構
ＴＭの変速比を最小値（下限値）又は変速比の最大値（上限値）に制御すると共に、エン
ジン分離クラッチＣＬ１の伝達トルク容量を前記の所定値から変化させるようにしてもよ
い。
【０１４６】
（８）上記の各実施形態において、制動トルク制御部４９は、要求伝達トルク容量Ｔｒｑ
ｃが上限トルク容量Ｘｔｃｍａｘ以下の範囲内にならないと判定した場合に、エンジン分
離クラッチＣＬ１の伝達トルク容量を、上限トルク容量Ｘｔｃｍａｘに制御させると共に
、変速機構ＴＭの変速比を、伝達トルク容量が上限トルク容量Ｘｔｃｍａｘに制御された
場合において、出力軸伝達トルクが要求制動トルクＴｒｑｂｋになるような変速比に制御
させる場合を例として説明した。しかし、本発明の実施形態はこれに限定されない。すな
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わち、制動トルク制御部４９は、上限トルク容量Ｘｔｃｍａｘ以下となる範囲内になるよ
うに、エンジン分離クラッチＣＬ１の伝達トルク容量及び変速機構ＴＭの変速比を制御す
ればよく、例えば、要求伝達トルク容量Ｔｒｑｃが余裕を持って上限トルク容量Ｘｔｃｍ
ａｘ以下になるように、変速比を上記の各実施形態より更に大きい側に制御させたり、要
求制動トルクＴｒｑｂｋに応じて、要求伝達トルク容量Ｔｒｑｃ及び要求変速比Ｒｒｑを
同時に変更するようにしたりすることも本発明の好適な実施形態の一つである。
【０１４７】
（９）上記の第二の実施形態において、制動トルク制御部４９は、ステップ♯３４におい
て式（９）に従い仮要求伝達トルク容量Ｔｒｑｃ＿ｔｍｐを設定する際、及びステップ♯
３８において式（１１）に従い要求変速比Ｒｒｑを設定する際に、回転電機要求トルクＴ
ｒｑｍを用いる場合を例として説明した。しかし、本発明の実施形態はこれに限定されな
い。すなわち、制動トルク制御部４９は、ステップ♯３４において式（９）に従い仮要求
伝達トルク容量Ｔｒｑｃ＿ｔｍｐを設定する際、及びステップ♯３８において式（１１）
に従い要求変速比Ｒｒｑを設定する際に、回転電機要求トルクＴｒｑｍに代えて、回転電
機ＭＧが実際に出力しているトルクの推定値を用いるように構成されてもよい。この場合
、回転電機制御部４２が回転電機ＭＧに流れる電流等から推定した回転電機ＭＧの出力ト
ルクの情報を用いるように構成されてもよい。
【０１４８】
（１０）上記の各実施形態において、アクセル開度が所定の所定値未満のコースト走行中
の制御を例として説明した。しかし、本発明の実施形態はこれに限定されない。すなわち
、制動制御部４５は、ブレーキペダルの操作量に応じて、車両の制動要求の有無を判定し
、ブレーキペダルの操作量に応じて要求制動トルクＴｒｑｂｋを設定するように構成され
てもよい。
【産業上の利用可能性】
【０１４９】
　本発明は、摩擦係合装置を介して内燃機関に駆動連結される入力部材と、車輪に駆動連
結される出力部材と、前記入力部材の回転を変速して前記出力部材に伝達すると共にその
変速比が変更可能に構成された変速機構と、前記入力部材と前記出力部材とを結ぶ動力伝
達経路上に設けられた回転電機と、を備えた車両用駆動装置を制御するための制御装置に
好適に利用することができる。
【符号の説明】
【０１５０】
１　　　　：駆動装置（車両用駆動装置）
３０　　　：制御装置
３１　　　：エンジン制御ユニット
３２　　　：回転電機制御ユニット
３３　　　：動力伝達制御ユニット
３４　　　：車両制御ユニット
４１　　　：エンジン制御部
４２　　　：回転電機制御部
４３　　　：変速機構制御部
４４　　　：エンジン分離クラッチ制御部
４５　　　：制動制御部
４６　　　：制動トルク制御実行判定部
４７　　　：制動トルク設定部
４８　　　：充電状態判定部
４９　　　：制動トルク制御部
５０　　　：バッテリ充電状態推定部
ＡＰ　　　：アクセルペダル
ＢＴ　　　：バッテリ
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ＣＬ１　　：エンジン分離クラッチ（摩擦係合装置）
Ｅ　　　　：エンジン（内燃機関）
ＭＧ　　　：回転電機
ＴＭ　　　：変速機構
Ｉ　　　　：入力軸（入力部材）
Ｏ　　　　：出力軸（出力部材）
ＩＮ　　　：インバータ
ＰＣ　　　：油圧制御装置
Ｒｒｑ　　：要求変速比
Ｒｒｑ＿ｂｓ：基本要求変速比
ＳＯＣ　　：充電量
Ｓｅ１　　：エンジン回転速度センサ
Ｓｅ２　　：入力軸回転速度センサ
Ｓｅ３　　：出力軸回転速度センサ
Ｓｅ４　　：アクセル開度検出センサ
Ｓｅ５　　：バッテリ充電状態検出センサ
Ｓｅ６　　：シフト位置センサ
Ｔｒｑｂｋ：要求制動トルク
Ｔｒｑｃ　：要求伝達トルク容量
Ｔｒｑｃ＿ｔｍｐ：仮要求伝達トルク容量
Ｔｒｑｍ　：回転電機要求トルク
Ｗ　　　　：車輪
Ｘｓｏｃ１：充電制限判定値
Ｘｓｏｃ２：第二充電制限判定値
Ｘｔｃｍａｘ：上限トルク容量
Ｘｔｒｇ　：回生トルク制限値
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